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議   事 

１ 開会 

松本副会長 

 定刻でございますので、第 20 回市民会議を開会いたします。 

 担当副会長の松本です。よろしくお願いいたします。 

 本日は、市民会議の委員の方々のうち、９名中８名がご出席いただける予定でござ

います。既にご着席の７名の方と、幸田委員が後から見えるということになっており

まして、右田委員がご欠席でございます。よろしくお願い申し上げます。 

 本日の市民会議は、平成 23 年度の初めての会議でございますので、初めに会長の

中本和洋からごあいさつさせていただきます。 

 

２ 大阪弁護士会会長あいさつ 

中本会長 

 会長の中本和洋でございます。 

 市民会議の委員の皆様方には、昨年引き継ぎのときにお会いしておりますので、今

日は２度目ということになりますが、会長に就任いたしまして初めての会議でござい

ますので、一言ごあいさつを申し上げます。 

 執行部では、毎年その年のスローガンを掲げるのですけれども、平成 23 年度の執

行部のスローガンは、「希望と活力にあふれる弁護士会」、これを聞くと大層なこと

を言っているように聞こえますけれども、実はこれは、修習生の就職難であるとか、

若手弁護士の経済的弱体化とか、どうも弁護士の先行きが暗い、閉塞感が漂っている

ものですから、このような不透明感、閉塞感を払拭するために、希望と活力にあふれ

る弁護士会というのを掲げました。 

 ところが、このスローガンを掲げた後に、ご承知のとおり、３月 11 日に東日本大

震災が起こりまして、このままこのスローガンを掲げるべきかどうかもう一度議論い

たしましたところ、やはり被災地に希望と活力を届けるべきではないか、さらに、希

望と活力にあふれる日本を目指すということにしてはどうかということで、このスロ

ーガンを維持することにいたしました。 

 本年度に入りまして、東日本大震災の復旧・復興に向けては、大阪弁護士会もいろ

んな活動をしてまいりました。 
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 まず１つは、法律相談でございます。これは、岩手県、仙台それぞれの現地から、

法律相談の人手が足りないので来てほしいと言われまして、大阪弁護士会から岩手県

には５月末まで毎日１人を派遣しました。それから、４月 29 日から５月１日にかけ

ては、全国の弁護士 300 人ぐらいが仙台に集まりました。大阪の弁護士も 10 人ほど

派遣して、300 人体制で法律相談をやっております。そのほか、義援金を集めたり、

あるいは福島県の風評被害が余りにもひどいものですから、この風評被害を払拭する

ために、福島物産展というのも行いました。 

 それから、法律問題について提言をしなければいけないということで、いわゆる二

重ローンの問題に対する提言、福島原発に対する提言、先日開かれました今年の大阪

弁護士会の定期総会では、このような総合的な提言を決議として取り上げていただき

まして、決議も採択されました。 

 このように、東日本大震災に向けて弁護士会としてできることは何でもやろうとい

うことで、頑張っております。 

 ところで、今日の市民会議でございますけれども、裁判員裁判は今年の５月 21 日

で丸２年を迎えました。この裁判員裁判につきましては、設計当初から、３年目で検

証するということになっていまして、その３年目の検証の時期も近づいております。

そのため、いろんなところで裁判員裁判を経験した人たちの交流会が開かれておりま

して、大阪弁護士会でも、６月 23 日木曜日に、裁判員裁判に関する経験交流会が開

かれる予定になっております。また、日弁連でも、同じような経験交流会、これは既

に過去２回やっているのですけれども、第３回目の交流会が開かれました。その交流

会の内容ですけれども、第１部としては、裁判員裁判の概要と日弁連の情報収集、第

２部は、判決分析と報告、具体的な検討項目としては事実認定、それから責任能力に

ついての判断、量刑判断を取り上げ、第３部は、手続・審理の現状と問題点というこ

とで、公判前整理手続と公判審理というテーマで参加者からの意見を募り、また新た

な問題提起をしようということで行われております。 

 そういうことで、本日の市民会議も、裁判員裁判をテーマといたしまして、弁護人・

被告人の立場から見た裁判員裁判ということで、大阪弁護士会の秋田さんと髙見さん

にご報告をいただいた上で、いろいろと意見交換することになっております。 

 今日の市民会議が充実した内容になりますことを祈念いたしまして、私のあいさつ

とさせていただきます。今日はよろしくお願いいたします。 
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松本副会長 

 それでは続きまして、本日、弁護士会側から参加しております副会長、企画調査室、

司法改革検証・推進本部市民会議バックアップ部会、広報委員会という順で、簡単

にごあいさつをお願いいたします。 

 

３ 大阪弁護士会出席者紹介 

増市副会長 

 大阪弁護士会副会長の増市と申します。お手元に顔写真つきで配付されております

ペーパーに、主な担当分野が書いてございます。震災関連、広報のほか詳細はそこに

書いてあるとおりでございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

辻井副会長 

 同じく副会長の辻井でございます。主な担当は、綱紀、懲戒、財務会計です。よろ

しくお願いいたします。 

林副会長 

 副会長の林でございます。ペーパーでは右側の上から２段目に載っておりますが、

主に司法修習等の法曹養成を担当しております。よろしくお願いいたします。 

崔副会長 

 副会長の崔です。主な担当は、人権関連の委員会と刑事弁護関連の委員会です。よ

ろしくお願いします。 

近藤副会長 

 副会長の近藤行弘です。どうぞよろしくお願いいたします。ペーパーの右側の一番

下でございます。よろしくお願いいたします。 

岩田企画調査室長 

 企画調査室長の岩田と申します。よろしくお願いいたします。 

瀬川市民会議バックアップ部会長 

 市民会議のバックアップ部会の部会長をやらせていただいています瀬川です。皆様

の多くの方は、任期２年の後半１年ということで、あと１年間またよろしくお願いし

ます。 

尾崎広報委員長 

 本年度広報委員長の尾崎でございます。私は、この市民会議の立ち上げのときから
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制度づくりに関与したことと、あと平成 19 年度の副会長をしたときに、この市民会

議の本番に岩田企画調査室長とともに参加いたしました。それ以来の市民会議の本番

への参加となります。よろしくお願いいたします。 

松本副会長 

 ごあいさつしております松本です。市民会議を担当させていただいています。 

 今日は、木村副会長が所用で欠席でございます。よろしくお願いします。 

 それでは、市民会議規則第５条１項に基づきまして、議長に議事をお願いします。 

 三成議長、よろしくお願いいたします。 

 

４ 議事録署名者指名 

三成議長 

 三成です。よろしくお願いいたします。 

 審議に入る前に、最初に議事録の署名者を決めないといけません。議事録署名者は、

運営要綱によりまして議長が指名するとなっております。 

 各委員の順番でお願いしておりますけれども、今回はご出席の委員の中から、西島

委員と李委員にお願いをしたいと思いますが、よろしいでしょうか。 

（「はい」の声） 

三成議長 

 ありがとうございます。では、そのように進めさせていただきます。 

 

５ 審議テーマ 

（１）弁護人・被告人の立場から見た裁判員裁判 

三成議長 

 今日の審議テーマは、「弁護人・被告人の立場から見た裁判員裁判」です。 

 資料は既にお手元にお配りされているかと思いますが、８点の資料が事前に送付さ

れております。 

 初めに、秋田弁護士さんと髙見弁護士さんから基調報告をお願いしたいと思いま

す。 

 では、よろしくお願いいたします。 

秋田弁護士 
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 秋田真志と申します。よろしくお願いいたします。横に座っている髙見秀一弁護士

と一緒に話を進めさせていただきます。 

 私のレジュメ「弁護人・被告人の立場から見た裁判員裁判」というものがあります

が、まず、私がどういう人間であるかということを若干ご説明しておいたほうがいい

かと思います。 

 裁判員裁判に関係いたしましては、日弁連に裁判員制度本部というものがありまし

て、そちらの本部委員をやっております。大阪弁護士会では、刑事弁護委員会の副委

員長、裁判員制度本部の副本部長をしております。実はそれだけにとどまらず、これ

は宣伝も兼ねて申し上げておきたいのですが、取調べの可視化実現本部というものが

ございます。市民会議の先生方は既にご承知のとおり、会館の前にあるポールに、「な

いな 可視化しかないな」という垂れ幕が下がっておりますが、ああいうものをつく

れということなどで役員などを突き上げているグループが大阪弁護士会の中にあり

まして、その中心メンバーでもあります。 

 なぜこのことを申し上げたかについては、この裁判員裁判の中でも触れさせていた

だきたいと思っているからであります。 

 それでは、私からは、20 分程度、裁判員制度の制度設計的なもの、そもそも裁判員

裁判は何なのか、どうしてこのようなものが始まったのかということについてお話を

させていただいて、後ほど、髙見さんのほうから、この２年間行われてきた裁判員裁

判の実際についてお話しいただき、その後、裁判員裁判の今後ということで、これは

簡単に項目だけになるかと思いますけれども、今どういうことが今後の裁判員裁判と

して議論されているのかということについてお話をしたいと思います。 

 まず１点目、なぜ裁判員裁判なのかということであります。何でこんなものが始ま

ったのか、いまだになぞだと思っておられる方もおられるのではないでしょうか。実

はここにおられる弁護士会のメンバーの中にも、同じ思いを持っている人が何人かお

られるんじゃないかと私は思っております。なぜこんなものが始まったんだろうか、

その答えを見出すのは、実はそう簡単ではありません。 

 といいますのも、降ってわいたように出てきたという側面が否定できないからであ

ります。ご承知かと思いますけれども、1999 年に司法制度改革審議会というものがつ

くられまして、司法制度改革論議が正式にスタートしました。その前から司法制度改

革ということは言われていたのですけれども、この 1999 年に始まりました司法制度
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改革審議会が、２年間の議論を踏まえて 2001 年に報告書をまとめています。その議

論の中で、裁判員裁判というのが出てきました。 

 司法制度改革審議会では、司法改革のあり方、特に刑事司法がどう変わるべきなの

かということが議論されたのですが、そこでの議論は、レジュメには、同床異夢とい

う言い方をしていますけれども、法曹三者と言われる裁判所、検察庁、弁護士会はそ

れぞれかなり違ったイメージを持っていたのではないかと思います。 

 裁判所、検察庁は、刑事司法をそんなに大きく変えなきゃいけないという問題意識

をそもそも持っていなかったと考えています。検察庁は当然そうだと思います。今で

も大きく変わっているとまで言いませんけれども、当時 99.9％を超える有罪率という

状況でありました。とにかく検察官が起訴すれば絶対有罪だと言っても過言ではない

という状態が続いていたのです。ですから、検察官は、自分たちのやってきたことに

対して自信を持っていたと思いますし、そういう人たちから、改革しなければいけな

いという意見が出てくるはずがありません。 

 では、裁判所はどうだったのか。裁判所自身も、そんなに自分たちのやり方が間違

っているとは思っていなかったようであります。99.9％であっても、これは適正にや

っていることのあらわれであるという評価をしていたようであります。その中では

「精密司法」という言葉が言われまして、日本の精密司法は世界に冠たるものだとい

う意識も持ち合わせていました。 

 これに対して弁護士会は、私も含めて特に刑事弁護にかかわる者は、刑事裁判につ

いて全く逆の評価をしていたということになります。99.9％の有罪率というのは、完

全に検察庁に主導権を握られている、こちらが幾ら言っても通らない。今でも通用す

るのかもしれませんけれども、当時そのような状況に対して私たちは「無罪六原則」

などという言葉を使っていました。ある人を無罪にするためには最低限６つの要素が

必要だ。１つ目は被告人が良いこと、２つ目は事件の筋が良いこと、３つ目は弁護人

が優秀であること、４つ目は裁判官が良いこと、５つ目は検察官が無能であること、

そして６つ目にラッキーがなければならない、これが「無罪六原則」です。このよう

なことを言わなければならないほど、弁護側にとっては、非常に厳しい状況が続いて

いました。こういう状況を揶揄して、有名な東大の平野龍一教授は、「我が国の刑事

司法は絶望的である」という言葉を使われたことがあるのですけれども、弁護士側は

その言葉をよく引用するという状況が続いていました。 
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 そういう中で、弁護士会は、とにかく裁判官による裁判を変えなきゃいけないとい

うことで、裁判員裁判とは少し違うのですけれども、陪審裁判を推す声が非常に強く

ありました。日本が悪いのは裁判官のせいだということで、アメリカ式の陪審裁判に

すべきであるという意見が非常に根強くありました。中には、フランス参審型を推す

声もありました。フランスは、裁判員裁判に似ているのですけれども、裁判官と参審

員という一般市民の方が一緒に裁判をするという制度になっています。ドイツもそう

いう制度になっています。少し形は違いますけれども、そういうことも参考にすべき

であるという意見もありました。 

 そういう中でいろいろ議論がなされていったわけですけれども、これこそ先ほど言

いました「国民の司法参加」というキーワードのもと、裁判員裁判をやる裁判員制度

というものを設けるんだということが降ってわいたように出てきました。「裁判員」

という言葉は、松尾浩也教授という東大の刑事法学者のネーミングだそうですけれど

も、教官と教員という使い方をするのと同じように、裁判官が「官」であれば、一般

市民は「裁判員」と名づけたらどうだという話があったようですけれども、そういう

ことで降ってわいたように裁判員裁判ができ上がりました。 

 そのときに言われたのが、国民が司法に参加することが必要であるということで

す。このあたりは細かい議論をし出すと切りがないので、またご質問があれば意見交

換の中ででもお話しさせていただければいいかと思いますけれども、先にお送りしま

した資料にも出てきます。「平成 13 年６月 12 日司法制度改革審議会意見書より 国

民的基盤の確立」という資料をご覧ください。これは司法制度改革審議会の最終の報

告書なのですけれども、その中の「国民の司法参加」という表現の中に、裁判員制度

が位置づけられています。 

 これがある意味で象徴しているのですが、言ってみれば下からのものではなくて、

少し意地悪な言い方をすると上から目線の制度改革ということになるのかもしれま

せんが、それが象徴的にあらわれるのが「対象となる刑事事件」です。資料 14 ペー

ジに入っているかと思いますが、「新たな参加制度は、個々の被告人のためというよ

りは、国民一般にとって、あるいは裁判制度として重要な意義を有するが故に導入す

るものである以上、訴訟の一方当事者である被告人に…（略）…選択を認めることは、

認めないこととすべきである。」となっている点です。被告人のためではない、もち

ろん検察官のためでもない、裁判官のためでもない、弁護人のためでもない、とにか
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く国民のためにやるんだという言い方をしています。しかし、これもまた不思議なと

ころでありまして、国民のだれかが望んでいたかというと、国民の司法参加というこ

とは言いながらも、別に国民のほうからわき上がったわけではないという現実があり

ます。そういう状況の中で、この裁判員裁判はスタートしました。 

 ただ、私個人の立場を申し上げますと、取調べの可視化をめぐる議論を踏まえて、

私は裁判員裁判の積極派であり、推進派です。最初に申しましたたくさんの肩書きに、

それから取調べの可視化云々を付け加えさせていただいたのも、それが１つの背景だ

からです。 

 といいますのは、私はこの大阪弁護士会で 1992 年以降、取調べの可視化の問題に

取り組んできた立場であります。その出発点の１つになったのが、密室で取調べをさ

れることによって虚偽自白がとられて、そして有罪になっていくという例、あるいは

冤罪に限らず、多くの被疑者・被告人の方から、あの調書は作文です、自分が言って

もいないことが書かれていますということを聞くことが多いからです。仮に犯罪を犯

していたとしても、その話が大げさに書かれてしまっていますということは常に言わ

れます。なぜ密室でそういう作文が許されるのかということが大きな疑問としてあり

ました。 

 それにとどまって、どうせ密室で作文されたものにすぎないということで終われば

いいのですけれども、日本の制度というのは必ずしもそうではなくて、裁判官は、書

かれたものに対して非常に強い信頼を置いています。特に調書というのは、書くのは

被疑者本人ではなくて、警察官、取調官が書き取った形でまとめ上げて作成していき

ますので、その内容が、本人が言っているとも考えられないようなある意味では理路

整然としたものになっているわけですけれども、それが証拠として採用され、しかも

それが事実認定の重要な要素になっていくということが繰り返されるのを見まして、

これはおかしいと思っていました。そこで、国民が司法参加して、裁判にかかわって

いくようになれば、この点はおかしいということになっていくんじゃないかという期

待が強くあったのです。 

 実際には、司法制度改革の中で取調べの可視化の問題も議論されたのですが、これ

は書面による記録という中途半端な形で終わってしまいました。しかし、裁判員裁判

を導入すれば、少なくとも裁判のやり方が変わる、国民が入ってくることによって、

調書裁判が克服できるのではないか、できると断言できるわけではありませんが、そ
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のきっかけになるのではないかという期待を持って我々は見ていました。そのあたり

についても、また質疑応答、意見交換の中でお話ができればと思います。 

 では、降ってわいた裁判員裁判が具体的にどういう制度設計になったかということ

ですけれども、裁判官としては、自分たちの聖域に何でそんなものが入ってくるんだ

という意味で、非常に抵抗が強かったようであります。それが典型的にあらわれたポ

イントが、裁判員の数をどうするかということでした。裁判員が裁判官と共同して判

断するということを聞いたときに、日弁連がどういう制度設定を提案したかという

と、１対 11 という発想でした。日弁連では、一番最初に裁判員裁判についての近未

来的なＤＶＤを石坂浩二さん主演でつくっているのですけれども、それは裁判官１

名、裁判員が 11 名になっています。では、裁判所側はどういうことを言ったかとい

うと、裁判官３名、裁判員２名、合計５名で十分であるという言い方をしたようです。

実はドイツではそういう制度をとっています。 

 その点については、資料 12 ページの審議会の意見書の「裁判体の構成・評決の方

法」というところで、「評議の実効性を確保するという要請からは…略…裁判官及び

裁判員の全員が十分な議論を尽くすことができる程度の員数とする必要がある」とな

っていまして、これがどれぐらいの数字を意味するのかは議論にゆだねるということ

で、国会の中でいろいろ議論されました。 

 最終的には、平成 16 年（2004 年）に最終的に関連法案が成立したのですけれども、

その時点で落ちついたのが、今の制度設計になっています裁判官３名、裁判員６名で

した。ある意味では、裁判所側と日弁連側の意見を足して２で割るような制度設計に

なったということであります。 

 それまで、裁判所、検察庁がどこまで積極的なのかというのには疑問符がついてい

たわけですけれども、これまた裁判員裁判が始まるということになってからは、三者

が極めて積極的に共同歩調をとって推進することになりました。たくさんのパンフレ

ットがお手元に届いたかと思いますけれども、「私の視点、私の感覚、私の言葉で参

加します。」というパンフレットは、最高裁判所と法務省、日弁連が三者一体となっ

て出したという、ある意味では非常に珍しいものであります。日弁連もパンフレット

を出しましたし、最高裁も「Ｑ＆Ａ」、「ナビゲーション」など、いろんなパンフレ

ットを出すという状況になりました。 

 裁判所は、初めはかなり消極的だったように思うのですけれども、裁判員裁判が導
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入されることになって、少し考え方を変えたのではないかと思われる部分がありま

す。といいますのは、先ほど言いましたとおり、それまでの裁判というのは、どちら

かというと検察主導、密室でとられた調書が事実認定の中心になっていて、捜査段階

でほとんど決着がついているという状況だったわけで、弁護人と検察官の間だけでは

なく、対裁判所も含めて検察官が主導権を握っているという状況でした。 

 先ほど言いました「精密司法」という言葉は何かというと、犯罪というのはこうい

うものだということで、すべてのことがストーリーで描かれている、分からないとこ

ろ、なぞの部分は残されていないというぐらいに精密に事実認定ができる司法のこと

です。ですから、余すことなく立証されているすばらしい制度だということを法曹関

係者で言う人がいましたが、これはある意味ではとんでもない話です。言ってみれば、

そういうストーリーを描き出せば刑事裁判で有罪になる、ということを意味します。 

 それが典型的にあらわれたのが、話は飛びますが村木事件です。日本の特捜部が何

をしてきたかというと、とにかく密室の取調べの中で詳細な調書を関係者も含めてつ

くり上げるわけです。そして、どこにも隙がないような供述調書、ストーリーができ

上がっていました。村木事件というのは、実際には平成 16 年に起こった事件なんで

すけれども、それが立件されたのは平成 21 年でした。４年も５年も前のことなのに、

多くの関係者の調書はみんな記憶を鮮明に思い出したかのように非常に詳細に、それ

こそ精密に、しかも一致した形の供述調書がつくられました。そして、見事なまでに

ストーリーが描かれ切っているという状況でした。それが精密司法です。 

 しかし、これは密室だからこそできること、作文をしているからこそできることで

あって、実際の人間の記憶からしてもおかしなことです。だから、私はそういうこと

に対する揶揄も含めて、精密司法なんていうものはあり得ない、単なるフィクション

司法である、ストーリー型のフィクション司法であるということで批判をしてきたつ

もりであります。これができるのは、密室取調べをずっとやってきた検察だからこそ

という状況でもあります。 

 これに対して、裁判員制度の導入が決まってから、刑事裁判におけるヘゲモニーを

裁判所は自分たちに取り戻そうと考えたのではないかと思っています。事実、裁判員

裁判の制度設計あるいは運用のあり方についての論文が、裁判官から非常にたくさん

出てきました。その中で出てきた言葉が、「精密司法」から「核心司法」へという言

葉であります。これまで、延々と時間をかけて、調書の内容が本当かどうかというこ
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とを確認するという裁判が続いていたのですけれども、そうではなくて、争点を明確

にして、有罪か無罪か、有罪であるときの争点は何か、殺意があったのか、正当防衛

が成立するのかどうかという核心部分をきっちりと描き出した上で、その部分につい

て、連日的開廷、つまり短い時間の中で公判を活性化させてやるべきである、充実し

て、そして迅速な裁判の中でやるべきであるという発想を持ち、そのためには調書に

頼ることはできないということで、調書を裁判所の証拠として認める割合を減らそう

という方向での論文がかなり出されるようになりました。その意味で、この裁判員裁

判の導入により、大きな変革期を迎えることになったと言えます。 

 そのあたりの実際の評価はどうかということについては、後で髙見さんのほうから

ご紹介いただきたいと思います。 

 制度的には、公判前整理手続、証拠開示という言葉が出てきますけれども、この機

に、公判前整理手続で争点や証拠をあらかじめ整理した上で連日開廷をしようという

制度設計などもされました。 

 ここで、弁護士会側の取り組みについて１点ご報告をしておきたいと思います。大

きく分けると２つあって、１つは広報活動です。まず、先ほどのようなパンフレット

をつくったりしております。中には、「えん罪をなくすために 裁判員の皆さまへ Part

２」というものが入っておりますが、これは、裁判員制度を冤罪防止のための制度と

して活用できるようにしたい、絶望的な司法を変えていきたいという日弁連あるいは

弁護士会の思いの１つのあらわれだと思っていただければと思います。それから、「裁

判員制度」という漫画もありますけれども、こういう広報活動を通じて、疑わしきは

被告人の利益に、無罪推定の原則、合理的な疑いを超える証明をきっちりとした上で、

冤罪を防ぐということを市民の方々に期待しているんだというパンフレットです。ち

なみに、８ページに私の文章が載っておりますので、また参考にしていただければと

思います。これが弁護士会側の取り組みの１つになります。 

 もう１つは、そういう市民の方々に対する期待とは別個に、我々自身も変わらなけ

ればいけないということに力を入れました。これが法廷技術の向上であります。模擬

裁判、ＮＩＴＡ型研修なんていう聞きなれない言葉も出てきていますが、裁判員裁判

が始まるまでの我が国の裁判は調書などの書面によるものでしたので、正直なことを

申し上げますと、尋問が非常に下手です。これは弁護士に限らず、検察官も下手くそ

です。 
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 冗談みたいな話ですけれども、例の特捜部で捕まってしまいました元検事は、特捜

部のエースと言われていましたけれども、彼は密室の取調べのときには有能だったら

しいのですが、彼が村木事件の公判に立会したときに、余りに尋問が下手くそなので

何なんだということを、江川紹子さんなどが非常に厳しく批判をされていました。あ

れはエースではなくてブルペンエースである、実際に人に見られるところに出たら何

もできないなんていうことも言っていましたけれども、これは実は彼だけの問題では

ありませんで、法曹関係者みんなにつながるところがあります。尋問が必ずしも上手

ではない、弁論なども上手ではありません。 

 また話が飛びますけれども、周防監督が描かれました「それでも僕はやってない」

という映画に弁護士が出てきますけれども、その弁護士の尋問は非常に下手くそです

し、弁論は長々と書面を読み上げるだけで、途中で裁判官が寝てしまうというシーン

が出てきます。しかし、残念ながらあれは批判できません。事実だからです。周防監

督からは、200 件以上の裁判を傍聴した結果として、その象徴的なシーンを映像にし

たら、ああいうことになったというふうにお聞きしました。 

 話が飛びましたけれども、そういうことではいけないということで、我々が取り組

んだのがＮＩＴＡ研修です。資料に「ＮＩＴＡ研修を受講して」という記事が出てお

りまして、その中に私の写真もございますけれども、アメリカのＮＩＴＡという法廷

技術の研究所から、元検察官、あるいはスーパーロイヤーと言われる有名な弁護士た

ちを大阪弁護士会に招きまして、講演をしてもらったときの記事であります。アメリ

カ式のものが必ずいいかというと、それはもちろん問題はありますけれども、30 年以

上の歴史を持っていますＮＩＴＡで学んできた彼らのプレゼンテーション技術、例え

ばオバマ大統領の演説はすばらしいと言われていますし、あるいは Apple のＣＥＯの

スティーブ・ジョブズのプレゼンテーションは非常に上手だと言われていますけれど

も、それに相通ずるいろんな技術を学んでいかなければならない、これを法廷技術と

して我々も導入しよう、尋問技術として導入しようということで、こういう研修をし

ています。 

 ただ、残念ながら必ずしもまだ定着しているわけではなくて、分かりやすさでは弁

護人より検察官のほうが上回っているというアンケート結果が常に出てきて、残念で

はありますけれども、弁護士会はそういう研修などをしながら、この裁判員裁判を迎

えました。 
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 ここで、髙見さんにかわりまして、この２年間、裁判員裁判がどのように動いてき

たのかについてご報告いただきたいと思います。 

髙見弁護士 

 私からは、10 分 15 分ぐらいお時間をいただきたいと思います。配付していただい

ている資料の、105 番のレジュメと 108 番の被告人のための裁判員裁判を実現する決

議をごらんいただきたいと思います。 

 この 108 番は、去年の 11 月 19 日に、近畿弁護士会連合会――近畿の６単位会の連

合会――の会員が集まってシンポジウムをやったときのものです。裁判員制度が始ま

って当時で１年半ぐらいたっていたわけですけれども、もともとの裁判員裁判の制度

設計の目的は被告人のための裁判員裁判ではありませんでしたが、それを被告人のた

めの裁判員裁判として実現していくために、弁護人としてはこういうことを考えなく

てはいけないんじゃないかということで、そのために実行したシンポジウムで上げた

決議です。108 の第１を見ていただくと、裁判所に対して、こういうことをやってく

れということを要求しよう、第２に、検察庁に対して、こういうことをやってくれと

いうことを要求していこう。第３に、弁護人としてもこういうことをやっていかなけ

ればいけないよということで決議をしたものです。 

 それでは、資料 105 に基づいて、これから少し説明していきたいと思います。 

 制度が始まったのは、平成 21 年５月 21 日です。ですので、今の時点で約２年ちょ

っとたちました。配付資料の中には数字は書いていないのですけれども、制度が開始

してから今年の３月 31 日までに判決を受けた人数は、全国で 2,099 人になっていま

す。そのうち、無罪判決を受けた方が５人います。罪名で言いますと、覚せい剤取締

法違反が一番多くて３人、殺人罪が１人、強盗殺人罪が１人です。この強盗殺人罪と

いうのは、死刑求刑で無罪判決が出た鹿児島の事件で、今、検察官控訴中です。 

 まず、レジュメの４の⑴弁護人が複数で事件に対応すべきことですが、検察官は庁

を挙げて裁判員裁判への対応をしていますので、立会検事――法廷にやってくる検事

は少なくとも２名、多ければ３名やってくることがあります。それに対して、弁護士

会としては複数選任を申し入れようということを言っているのですが、必ずしも２名

以上で対応できていません。 

 「裁判員制度ナビゲーション」の 51 ページに、罪名別に見た裁判員制度対象事件、

これは制度が始まる前にこれだけの事件がありましたよということですが、ここに罪
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名が書いてあります。この５行目に傷害致死という罪名があります。それから、下の

ほうに保護責任者遺棄致死という罪名がありますが、こういう罪名は、起訴前の段階

でも弁護人が複数つけられますよという条文がないものですから、裁判所がその条文

にこだわりまして、１名しか選任しないという実態が残念ながらあります。そうする

と、捜査官側はチームで捜査をしているに対して、起訴前は弁護人が１人でやるしか

ありません。特に否認の事件は１人では到底対応できませんので、そういうことにつ

いて制度を変える、それから起訴後も複数で担当しようではないかということです。

弁護人の言っていることが分かりにくいと言われていることの１つには、１人でやっ

ているからということもあるのではないかと思います。 

 ⑵裁判員の負担軽減の観点ばかりが強調されて、十分な審理の時間の確保がないが

しろにされていないかということですが、これは⑶とも共通しますけれども、裁判所

は、裁判員の負担を軽くしなくてはいけないということで、審理期間を区切ってくる

といいますか、日数を少なくしましょうということを盛んに言うわけです。弁護人も

それになかなか抵抗しにくいような雰囲気があるんですが、そうなると、本来受ける

べき審理を被告人は受けることができていないのではないか、それは大問題ではない

かということで、こういう点も遠慮なく主張していかなくてはいけないと考えていま

す。 

 ちなみに、最高裁の統計を見てみますと、否認事件の平均の開廷日数、つまり裁判

を開いた日数の平均は 4.5 日となっています。ですから、否認事件でも裁判員の方は

４日ないし５日間法廷に来ていただくだけです。もちろん、それから評議の時間があ

りますので、それだけではないですし、裁判員として仕事をしていただくために拘束

される時間も決して短くはないんですけれども、これまで何十日もかけてやっていた

事件を、裁判員裁判が始まったからといって拙速にやっていいわけがないのではない

か、そういうことを申し入れていこうと考えています。 

 また、裁判員にもあらかじめ、そういう日程になっていますよということを前提に

来ていただく。そうであれば、裁判官が、余りにも審理を短くしようとか、時間にこ

だわることはないのではないか。私は、これまで裁判員事件で４件判決をもらいまし

たけれども、いずれの裁判員の方も、自分はこの事件を一生懸命やらなくてはいけな

いという気持ちで来られていますし、拘束される時間が何日かになるということにつ

いては、それを前提に来てくださっていますので、それは構いませんということをお
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っしゃる方が多いです。それから、仕事の都合で無理なんだとか、自分はやりたくな

いということをおっしゃいますと、相当柔軟に裁判所もそれを認めています。昔、反

対意見を言う人が、仕事を休まなくてはいけない、昔の赤紙みたいだ、思想信条の自

由に反するではないか、裁判員制度は絶対おかしいと思っている人でも引っ張り出さ

れるのはおかしいということを言っている人がいたのですが、実は裁判員候補者は、

実際に審理を担当する６名以上の方、30 名とか 50 名の方が候補者として呼ばれます

ので、そういうことを選任手続で明確に言っていただきますと、大体検察官が無理由

不選任請求をします。それから、仕事の都合がつかないということであれば、それは

柔軟に裁判所も認めていますので、拘束時間が長いからということで裁判員の負担を

軽減しようということを余りにも強調するのは、間違いではないかと言っています。 

 ⑸は、秋田さんから説明があったとおりです。 

 ⑹は、報道も結構されていますけれども、本来出てきてしかるべき証拠が出てきて

いない、それが後で出てきたりする。今回の布川事件もそうですけれども、ああいう

ことがないようにするためにも、少なくとも検察官の手持ちの証拠としてこういうも

のがありますよという一覧表ぐらいは、弁護人に明らかにすべきではないか。もとも

と弁護士会は、全証拠の開示の要求はしています。国家機関が強制的に、そして税金

を使って採取した証拠を独り占めにするのはおかしいではないかという発想もある

んですけれども、それを言うと余りにも行き過ぎだという方もおられますので、少な

くともどういう証拠があるのかということは明らかにしていただかないと、隠されて

いては分からない。それは故意、過失を問わずですけれども、その担保のためにも一

覧表をもらうべきではないかということを要求しているところです。 

 「５ 裁判員裁判の今後」に移ります。 

 ３年を経過したときに法律の施行の状況について検討を加えて、制度基盤をよくす

るために所要の措置を講じるということになっていまして、法務省の中に、裁判員制

度に関する検討会というものがございます。そこの議事録がホームページで出ていま

すので、それを見ると今法務省が何を考えているのかが大体分かるのですけれども、

覚せい剤の密輸事件や通貨偽造事件などを裁判員対象事件から外そうと考えている

節があります。 

 これはうがった見方かもしれませんけれども、裁判員裁判で、覚せい剤取締法違反

で３件の無罪判決が出ています。今年の３月 31 日までの５件のうちの３件です。現
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時点では７件出ているはずですし、先週、千葉のほうで覚せい剤取締法違反でまた１

件無罪が出ていますので、そういった観点から、無罪が出過ぎると考えているのか分

かりませんが、これらを外そうとしている感じがあります。 

 それから、被告人の選択権は絶対に認めない、これは被告人のための制度ではなく

て、国民のための制度だということが前提になっているようです。 

 ⑵日弁連での議論状況ですが、日弁連でも、この３年目の検証のためにプロジェク

トチームがございまして、そこで①から⑦について議論をして意見書をまとめ、今後、

各単位会に意見照会をして、それを日弁連の意見としてまとめるという作業を今して

おります。 

 ①証拠開示制度の拡充、②対象事件の範囲の拡大・縮小・被告人の選択権について

は、覚せい剤取締法の事件を減らす必要はないということです。あと、被害者保護の

観点から、強姦事件、強姦致傷事件、強制わいせつ致傷の事件については外すべきで

はないかという意見があります。③評決要件は、死刑を言い渡す判決のときには、少

なくとも全員一致とする必要があるのではないかということを議論しております。 

 ④手続二分論といいますのは、今は、事実認定手続と刑の量定手続を同じ合議体、

同じ裁判体でやっておりますので、刑の量定のために調べるべき資料を見てしまうと

いう問題があります。有罪になった場合には、前にもこういうことをやっていたんだ

から刑を重くしましょうということになるわけですけれども、本当に彼がこの事件の

犯人なのかどうかということを判断する時点では、前科がありますよということを裁

判員に伝えるべきではない、証拠を見る目が曇るであろうという発想なのですけれど

も、そこが明確に分けられていません。日本の裁判員裁判は、陪審と違って量刑と事

実認定手続を両方やりますので、そういうところからしても二分すべきなのではない

かということを言っています。 

 ⑤裁判員守秘義務の緩和です。記者会見などで、裁判員の方がちょっと話を始める

と、職員がとめるということがあります。しかし、我々は、評議の中でどんなことが

話題になっているのかということが知りたいわけです。例えば、自分がやった弁論は

ちょっとぐらいは説得力があったのか、全然だめだったのか、そういうことは今後の

ためにも有用なことですので、そういうことも教えてほしいなと思っているんですけ

れども、守秘義務がちょっと強過ぎるのではないかと考えています。 

 ⑥裁判員の心理的負担の軽減は、皆さんとてもまじめに審理をしてくださっていま
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すので、判決の後にとても疲れるそうです。それから、自分の言い渡した判決があれ

でよかったのだろうかということをずっとお思いになるそうです。特に死刑判決を言

い渡した方はそうだろうと思います。そういう人たちへの心理的ケアという面を、も

う少し拡充すべきではないかということを議論しています。 

 ⑦控訴審のあり方は、裁判員が参加した合議体が出した無罪の判決を、職業裁判官

だけで構成される控訴審で破棄できるのかという問題ですが、理論上は今はできま

す。条文上もできます。実際にも、今年の３月 29 日、３月 30 日の２件、東京高裁で

一審の裁判員裁判の無罪判決が破棄されて有罪判決になっております。しかし、それ

はそもそもおかしいのではないか、少なくとも裁判員事件で無罪になった場合には、

事実誤認を控訴理由とする検察官控訴を認めるべきではないのではないかというこ

とを、日弁連としては今考えている状況です。 

 私からは以上です。 

三成議長 

 どうもありがとうございました。 

 裁判員裁判制度については、法律関係の者は、以前から、わが国の司法への陪審制

の再導入に関して、学問的にも実務的にもいろいろ議論があって、それなりの経験と

か理論的な意味での知識を持っているのですけれども、一般の方にとっては、先ほど

お話がありましたように、降ってわいたような話だったのかもしれません。その点で、

制度的な説明などについて、事実確認も含めてご質問をいただけたらと思います。ひ

ょっとしたら、委員の中ですでに裁判員になった方もおられるかもしれませんし、お

近くに裁判員になった方がおられるかもしれませんけれども、そういう経験をお持ち

でしたら、それを踏まえてご質問いただけたら結構かと思います。 

 細かいことはともかく、確認の質問などがございましたらお願いします。 

越堂委員 

 越堂と申します。よろしくお願いします。 

 13 ページなんですけれども、今おっしゃったように、裁判員に当たってしまったら

そのことを人に言ってはいけないということをずっと思っていて、友人から、言って

はいけないねんけど当たってしまったということを聞いて、私は言ってはいけないと

思ってずっと黙っているんですけれども、これは、公にするということであって、親

しい人にとか、終わった後に裁判員になったということを言うのはいいわけですか。
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聞いただけでもギルティーを感じたんですけれども。 

秋田弁護士 

 裁判員になっている人に対して何らかの働きかけがあることを危惧していますか

ら、新聞などで公表したりしてはいけないということです。どちらにしても、例えば

会社も休まなければいけないということもありますし、裁判員として参加するために

協力をしていただかなければいけないということもありますので、だれにも黙ってい

なければならないという制度ではありません。 

 それから、あらかじめそういうことが明らかになってしまうことによって、いろい

ろな働きかけがあるのではないかということを危惧してのものですから、終わった後

であれば公表すること自体は何の禁止にもなっていません。 

 現に、経験者ネットワークというところで活動しておられる方に我々は接触を持っ

ていて、昨年の刑事弁護委員会の合宿に来ていただいて、お話を伺いました。守秘義

務に反するようなことは教えていただかないわけですけれども、一般的な感想などに

ついてお聞きする機会を持っているし、弁護士会でもそういう機会を設けるようにし

ています。 

李委員 

 初歩的なことですが、今、髙見弁護士さんの報告の中にありました被告人の選択権

は認めないということですけれども、これはどういう選択権のことを言っているんで

しょうか。 

髙見弁護士 

 これは、被告人に裁判員裁判を受けたいという請求権を認めるかどうかという考え

方です。 

 今は、この罪名に該当する限りは、被告人が嫌だろうが、やってほしかろうが被告

人の意思に関係なく、絶対に裁判員裁判になってしまうのですけれども、そうではな

くて、裁判員対象事件であっても、被告人に裁判官だけの裁判を受ける選択権を認め

るべきではないかという考え方があります。 

 それからもう１つ、罪名の範囲を広げるべきだという考えの中には、今の裁判員裁

判は重い事件が対象になっていますけれども、例えば、いわゆる痴漢の事件で、自分

は冤罪だということで捕まっている人が、裁判員裁判で審理してほしいという請求を

したら、それを認めるべきなのではないかという考え方です。それが被告人に請求権
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を認めるかどうかという観点です。日本ではそういう制度にはなっていません。 

李委員 

 ついでに１つ、２つ聞いておきたいと思うんですが、「私の視点、私の感覚、私の

言葉で参加します。」というパンフレットの３ページの一番下に、国民裁判に参加す

る制度というのは広く行われていると書かれていますが、何カ国ぐらいがこういう裁

判員制度のような制度を取り入れておられるのかということが１つです。 

 それと、先ほど髙見弁護士さんの報告の中で、この２年間弱で裁判員裁判の判決数

が 2,099 件あったという報告をされましたけれども、その中で外国籍の人の裁判がど

のぐらいの割合であったのか、もし分かれば教えていただきたいと思います。 

髙見弁護士 

 私の知る限りということになりますが、ほかにどこの国がやっているかということ

ですが、お隣の韓国でもしておられます。それからあとは…… 

三成議長 

 やっていない国を挙げるほうが難しいです。陪審か参審かの違いはありますけれど

も、多くの国で何らかの形でやっています。 

髙見弁護士 

 その点は三成先生に教えていただいたほうがいいかもしれません。 

 あと、外国籍の方がどれぐらいの割合を占めているのかということですが、最高裁

の統計ではそういう数字は出してないです。ただ、最高裁としては、資料は恐らく持

っていると思います。あるいは、要通訳事件という形で、通訳人を要するという形で

の数字は持っているのではないかと思いますけれども、在日の方の統計を持っている

かどうかについては、多分ないんじゃないかなという気がします。 

秋田弁護士 

 若干補足させていただくと、裁判員制度について海外との比較でどうなのかという

ことですけれども、大きく分けると陪審型と参審型に分かれます。陪審型は、英米法

系と言われる主にイギリス、アメリカなどで行われています。オーストラリアなども

そうなのですけれども、これは陪審員だけで事実認定を行う制度であります。多少の

差はありますけれども、有罪か無罪かのみを判断するというのが陪審裁判の多くの例

であります。アメリカは州ごとに法律がありますが、すべての州で陪審裁判をやって

います。それから、英米法系の香港などもそうだと思います。 
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 大陸法系のドイツやフランスは参審制度ということで、日本の裁判員裁判とよく似

た形で、裁判官と参審員とがミックスで評議をして判断します。国によって違いはあ

りますが、おおむね日本と同じように、量刑等についても判断をします。 

 ただ、日本の裁判員裁判と違うのは、参審制は任期制だということです。日本の裁

判員は事件ごとに選ばれますけれども、フランスなどは、１カ月なら１カ月間は参審

員で、複数の事件を担当するというやり方をとっているようであります。 

 「ナビゲーション」の 55 ページに出ていますけれども、いわゆる先進国の中で国

民の司法参加という制度を持っていない国は非常に限られていて、逆にそれが日本は

引け目になっているという中で、先ほど降ってわいたという言い方をしましたけれど

も、日本の刑事司法でも国民の参加制度を認めようという話になったようでありま

す。 

 ちなみに、先ほど髙見さんから韓国の話が出ましたけれども、韓国は国民参与制度

という制度ができておりまして、これは陪審型です。陪審型ですけれども、最終的に

は陪審の判断を裁判官が覆すこともあり得るということで、そういう意味ではちょっ

と特殊ではありますけれども、事実認定自体は陪審員のみで行うという制度を、日本

の制度改革より後に議論が始まったのに日本より先に導入したということで、向こう

のほうは非常にスピーディーに進みました。実は取調べの可視化も同じようなところ

がありまして、向こうのほうが先に導入したという状況があります。 

西村副議長 

 議論が深まってからでは聞きにくいので、その前に聞いておきたいんですけれど

も、私がいただいたいろんな資料を見た限りでは、導入の理由としては、刑事裁判の

冤罪の減少とか審理期間の短期化、市民感覚の注入という形で表現されているわけで

すけれども、特に裁判所関係から出ている資料を見ますと、制度に問題があったのか、

裁判官に問題があったのかというのには全く触れずに、いかにも制度が不備なために

いろんな問題が起こっているという書き方になっています。もちろん、裁判所自身が

裁判官の印象を悪くするような発言をするはずはないんですけれども、裁判官だけで

はなしに、弁護士側から出ている資料を見ても、そこのところの突っ込み方が非常に

ソフトというか、紳士的な感じを受けますが、制度なのか、個人的な資質なのかとい

うのは物すごく重要な問題じゃないかと思います。 

 それから、先ほどの意見と重なるんですけれども、冤罪の減少ということがこの制
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度の導入の非常に大きな部分であるとするならば、具体的な効果というのはどうなの

か。制度を変えただけで冤罪が減少するとは考えにくいんですけれども、その点につ

いてお願いします。 

秋田弁護士 

 私の先ほどの説明に若干語弊があったのかもしれません。といいますのは、冤罪防

止というのは弁護士会単独説でありまして、裁判員裁判導入に当たって、裁判所も検

察庁も、口が裂けても冤罪防止とは言いません。彼らは、これまでの制度はよかった

んだけれども、それをよりよくするためにという言い方をしないと議論に乗ってこな

いという状況でありまして、おっしゃるとおり、非常にソフトな言い方をしないと話

がかみ合わないというか、話にならないという状況が続いています。司法制度改革審

議会の日弁連の委員として、例えば中坊公平元弁護士の名前がご記憶にある方もおら

れると思いますけれども、彼は結構歯に衣着せぬ言い方をされる方ですけれども、正

面から、裁判が絶望的だからやるんだという言い方はされていなかったはずでありま

す。 

 ただ、本音の部分では、絶望的であり、冤罪を防ぐということに持っていきたいと

思っておりますけれども、「国民の司法参加」というキーワードを使うことによって、

全く同床異夢の人たちが、裁判員裁判という制度をつくっていこうというところで統

一できたとご理解いただく必要があるかと思います。それがいいか悪いかは別として

というか、私たちの立場からすると、もっと端的に言えば、被告人のために、あるい

は冤罪被害者を生まないための制度をこの制度設計の中にもっと入れるべきであっ

ただろうと思いますけれども、それは正直なところ、実現はしませんでした。 

 ただ、目的として正面からとらえられてはいないけれども、反射的な作用はあり得

ると我々は思っていますから、その点で、先ほど言いましたように私は推進派になっ

ていったとご理解いただきたいと思います。先ほど言いましたとおり、冤罪を生んで

いる大きな原因は精密司法、要するに密室で取調べをして、密室でつくられた調書が

非常に重要視されて、あたかもストーリーとして完成されて、それが真実であるかの

ようにひとり歩きしてしまうという１つの冤罪の典型的なパターンがありました。し

かし、そのパターンを打破することができる。完全に冤罪を防ぐことができるかとい

うと、これはすべての国の刑事裁判が抱え込んでいる問題ですけれども、少なくとも

日本型の弊害を生んでいる精密司法という名のもとに行われている冤罪を防ぐきっ
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かけにはなるだろうと期待しています。 

 私自身は、ちょっとうがち過ぎかもしれませんけれども、そういう制度になって、

司法のあり方自体が大きく変わりつつあるときに、検察庁が変われなかった、その変

われなかった典型があの特捜部だと思っています。それが破綻を来してああいう事件

を起こしてしまった。あの事件は何だったのかというと、調書でつくられたストーリ

ーがあったのですけれども、そのストーリーに合わないフロッピーディスクが出てき

てしまった。本来であれば、供述内容をもう一度見直すというのが正しいやり方だっ

たはずなのですけれども、ストーリーにこだわり過ぎて、フロッピーディスクのほう

を修正してしまった、それがあの事件だったと見ることが可能だと思います。今はＩ

T の時代になって客観的な証拠が残されるようになってきているにもかかわらず、そ

の中で自分たちのつくったストーリーにこだわったことが、ああいう結果を生んだ。

ただ、その結果を生む１つのきっかけに、裁判員裁判のような形で、調書を必ずしも

重視しないんだ、証拠を踏まえてきっちりと判断をしていくんだという大きな流れを

つくっているという意味では、これは冤罪を防止する１つのきっかけにはなり得る、

完璧とは言えないけれども、なり得るのではないかと思っています。 

 そしてもう１つ、これがまた宣伝になってしまうわけですけれども、おっしゃると

おり、裁判員裁判だけで冤罪を防ぐことはできない、もう１つ重要なのは取調べの可

視化であると我々は考えています。密室取調べをきっちりと変えて、少なくとも後か

ら検証できるようにしておく。どういう取調べによってその供述が出てきたのか、そ

れは取調べの可視化だけではなくて、証拠、捜査の可視化、例えば証拠がどのように

採取されて、どのように保存されて、そして法廷に提出されてきているのかという捜

査過程そのものが可視化されるということが、本当の意味で必要だと思っています。

それこそが、冤罪が起こることを防ぐ１つの大きなポイントになる上に、それでも間

違いが起こることはあり得るけれども、仮に間違いであったということが分かった時

点で、その過程を検証することができるということ、そこに重要な要素があると思っ

ています。 

西村副議長 

 もう１つ、先ほど説明いただいた中に、この法律では、３年後に再検証して変える

可能性があるように書いてありますけれども、実際、国が１回決めたことをそう簡単

に３年後の意見によって変えるとは思えないんですけれども、どういう世論づくりと
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かどういう条件があるときに国が変えるのか。そのあたりについて、できたら会長さ

んあたりからご説明いただいたらありがたいと思うんですけれども。 

中本会長 

 この検証は、廃止するということを想定しているわけではないと思います。裁判員

制度を導入して、３年目にこれをやめるかどうかということを想定した検証期間では

なくて、制度に不都合があった場合、どのように微調整をしていくかということだろ

うと思います。あれだけ大がかりに国民の動員をして始めたものを、３年目にやめま

しょうということにはならないだろうと思います。 

 現に今、検証をしているのは、例えば、この前、日弁連が声明を出しましたけれど

も、今、裁判員になられた方には非常に厳しい守秘義務が課せられているんです。で

すから、その守秘義務を緩和しようとか、そういう意味での微調整をしましょうとい

うのが今議論に上がっていまして、この制度をやめようかという議論は、今のところ

日弁連からも出ていませんし、裁判所からも検察庁からも出ていないと思います。も

ちろん、日弁連の会員の中には、そもそもこの制度に反対だという人はいますので、

それらの人はもうやめようと言うかもしれませんが、それは日弁連の多数意見にはな

っていません。 

幸田委員 

 今、ほとんどお答えが出たような感じもするんですけれども、もう１度教えていた

だけたらと思います。 

 市民の立場で考えたときに、この制度はよかったのかなと。結論はそれぞれ法曹関

係者によって違うかも分からないですけれども、実際に実務に携わっていらっしゃる

弁護士から見て、この制度はよかったのかどうなのか。それを教えていただきたいと

思います。 

 私などは、この制度が本当にこの国に定着するのかなと随分関心を持って見てきた

１人ですけれども、法曹関係者、司法関係者のご努力で随分定着してきたのかなと思

っています。特に裁判員制度に参加した市民の方というのは、参加してよかったとい

う人が多いですね。報道で見る限りそういう話なんですけれども、実際の実務に携わ

られて、それはどういうふうにごらんになっているのか。いろんな制度が複合的にな

っていると思いますので、まず裁判員制度がよかったのか悪かったのか、そこをまず

教えていただけますでしょうか。 
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髙見弁護士 

 私は、導入してもらってよかったと思っています。 

 今おっしゃったとおり、裁判員になった方の終わった後の感想では、やってよかっ

たと述べられる方が多いです。もう１回やるのはしんどいけれども、みんなまじめに

やっているからこそしんどいのであって、やってよかったという方がほとんどです。

これは諸外国の陪審員になった方のお話を聞いても皆さんそうだったんですけれど

も、全然知らない人たちが集まって１つのことについて議論する場というのは、社会

生活でも意外とないわけです。そういう経験をそれぞれしていって１つの結論を出し

たという、変な言い方ですけれども、充実感といいますか、そういうものに関与する

ということがなかなかないので、１つの達成感があってよかったというか、まじめに

やってよかったという感想を述べられる方が多いので、よかったなというか、未来が

あるなと思っています。 

 それからもう１つ、裁判員裁判が始まってよかったのは、制度導入の趣旨の中に、

国民の健全な常識を裁判の中に入れるということも、お題目なんですが入っているこ

とです。裁判官裁判には非常識な判断があるんじゃないかということも大っぴらに言

われたりもしていたんですが、国民――この「国民の」というところがまたちょっと

問題がありまして、我々は「市民の」と言っていたんですけれども、国民の健全な常

識を裁判に入れるということで、今まで我々が説得する相手は裁判官だけだったんで

すけれども、裁判員も説得する相手になりました。人数としては、裁判員のほうが多

いです。裁判員と裁判官の方が本当に対等に評議をしているかどうかは分かりません

が、我々は、裁判員に勇気を持っていただける弁論をして、評議室で、裁判官が、「今

までの実務では、これはこうなっているんですよ」と言ったときに、「裁判官、私は

それは納得できません。こういう証拠をどのように評価するとそんなことが言えるん

でしょうか」という場面が、裁判官と裁判員の中できっとあると思うんです。優秀な

裁判官はそれを合理的に説得できると思うし、それは話し合いの中でやるのですか

ら、それは悪いとは思わないんです。本当に納得して合議ができるのであれば、それ

は悪いことではありませんが、無能なと言うと変ですが、理屈が立たない、合理的な

ことが言えない裁判官は、よう説得し切らないんです。具体的に、そういう裁判官が

いて、結局裁判員をよう説得し切らなくて無罪になっているんじゃないかなという事

件もあります。その事件は本当に無罪だと思う事件なのですけれども、今までの裁判
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官裁判では、「こういうものなんだよ」というふうに経験のある裁判長ががんと言う

と、それに対抗してなかなか物が言えない陪席が、不納得ながら「はい」と言って合

議が成立してしまう。しかし、裁判員６名の中に、それでは納得できないという方が

１人か２人おられれば、その雰囲気は違うと思うんです。裁判官も、裁判員裁判で裁

判員の方と評議をしていく中で、自分たちが当たり前のように言っていたことが、こ

れはそうでもないなと思ったりとか、いろんな観点から指摘してもらえるということ

を言っていますので、僕はすごく期待をしています。 

秋田弁護士 

 髙見さんのおっしゃるとおりなんですけれども、私から１点だけ補足させていただ

くとすれば、法廷が活性化しました。弁護士も、先ほどはＮＩＴＡという言葉を使い

ましたけれども、技術というものを非常に意識して、プレゼンテーションのあり方な

ども工夫しています。それは、検察官もそうなんです。検察官は、ＮＨＫの協力を得

てしゃべり方講座をやっているらしくて、今、朗読は非常に上手になっていますし、

しゃべり方も堂々たるものです。 

 そういう工夫をするようになった、これは、これまで法曹三者が自分たちの業界の

中でやっていたということに対する根本的な見直しを図ることになったということ

もありますし、いろいろな工夫の余地が出てきて、はっきり言って大変ですけれども、

やっていておもしろい。おもしろいと言うと語弊はありますが、弁護人として、裁判

員裁判の法廷で分かりやすく伝えるために、いろいろな工夫を考えながらやっていま

す。まだまだ向上しなければならないと思っていますが、そういうことも含めてよっ

たんじゃないかと思います。 

 目に見える形ではありませんが、裁判官も評議の中で、第三者の方、一般に法律の

専門知識を持たない方たちとコミュニケーションしなければならなくなったという

ことで、いろんな意味で改善しなければいけない状況になっているはずです。そうい

う意味で、法曹三者にとってよかっただろうと思っています。 

幸田委員 

 法曹関係者、法曹村の住民たちも頑張っているということで、立法制度の目的であ

るところの司法に対する国民の理解の増進と信頼の向上、この点は評価ができるとい

う意見がありました。 

 それでは、先ほどから一生懸命述べられている弁護士会としての目標であるところ
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の例えば冤罪の防止といったことに関しては、評価はあるんですか、ないんですか。 

秋田弁護士 

 今の時点では、評価としては非常に難しいと言わざるを得ません。２年たっている

んですけれども、これまでやってこられた多くの事件は認める事件でしたが、その中

で、徹底否認事件という完全に犯人性を争う事件が幾つか出てきまして、鹿児島の事

件のように無罪が出ている例もありますし、この前、神戸でも強盗致傷の事件で無罪

判決が出ています。そういう意味では、これは私の感覚ではありますけれども、まだ

数は少ないですけれども、疑わしきは被告人の利益にというのが徹底した形で判決が

出る例が出てきているのではないかと思います。これから、全く身に覚えがないとい

う事件が増えてくると思いますけれども、その中で、まだまだ数としての評価は難し

いところではありますが、そういう意味ではこれからまた検証しなければならない側

面が出てくると思います。 

 ただ、もう１つ考えなければいけないところがあります。検察庁自身が非常に慎重

になっています。実は、裁判員裁判対象事件はもっと多いだろうと予測されていまし

た。大阪では、360 件から 400 件が１年間に裁判員裁判対象事件になるだろうと思わ

れていたのですけれども、これがかなり減っておりまして、今までの実績では 250 件

前後になっています。 

 この要素は何かというと、検察庁がある意味では非常に慎重になっている。全く別

の犯人がいるという典型的な冤罪事件ではなくて、本当にそうなのかなと首を傾げる

ような事件、犯人は犯人なんだけれども、例えば殺意を認めるか認めないか、あるい

はこれは本当に強盗致傷なのか、暴行の程度は本当にそれほどひどかったのかという

ことが問題になるような細かい冤罪というのがあるのですけれども、そういう事件に

ついて検察庁がかなり慎重になっていて、それが理由で 250 件ぐらいに減っているの

ではないかと思っています。そういう意味では、裁判員裁判がプラスに働いている部

分は、冤罪防止という観点からも十分あるのではないかと思っています。 

髙見弁護士 

 冤罪防止に役立っているかというと、それは客観的には分かりません。ただ、感覚

としては、裁判官裁判だったら無罪になっていないもので、無罪になったものがある

んじゃないかと思っています。証拠関係も知らないのに言えることではないんですけ

れども、何となくそういう感覚はあります。 
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三成議長 

 陪審と職業裁判官で冤罪率がどちらが高いか低いかを調べた研究があるようです

けれども、そんなに違わないだろうという結果だったように思います。それでは陪審

制とは一体何なのかということになります。冤罪をなくすというのは、そもそも刑事

司法がそうですけれども、しかしもともと陪審制とか参審制というのは、市民が司法

にアクセスするということが大きな課題であって、司法に市民がアクセスすることに

よって司法が身近になっていく、それによって司法というものが市民社会の中に定着

していく。司法というものが市民にとって遠い世界の話じゃなくて、自分たちの世界

のものとして理解されていく、これが司法への市民参加というものの意義なのではな

いかと思います。 

 ですから、具体的に冤罪率はどれだけ減ったのかということを話し出すと、これは

経験知でしか説明できなくて、客観的なデータを示すことはなかなか難しいようで

す。もちろん非常に大事な問題ではあると思いますが、むしろ市民参加という制度の

何に価値を見出すかだろうと思います。先ほどから繰り返し出ている議論では、これ

で本当に冤罪が減るのかという話が出ていると思いますが、それについては私も疑問

があって、逆に冤罪が増える可能性もあるのではないかと思っております。アメリカ

の陪審の歴史をを見たら分かるように、リンチに等しい陪審裁判が行われる可能性も

ある得るわけです。市民参加の怖さというのは逆のベクトルで働くこともあり得ます

ので、そこら辺の問題を認識しつつも、しかし市民が参加することのメリットは一体

何なのかということを考えることのほうが意味があるのかなという気がしておりま

す。 

 その点でいくと、弁護士さんにお聞きしたいのは、日本の場合、一部の刑事事件が

裁判員裁判になったのですけれども、さらに民事事件にも陪審か参審を広げていくと

いうことに弁護士サイドは賛成なのか、そういう方向で考えておられるのか、その点

はどうですか。 

中本会長 

 今年の日弁連の定期総会で、民事司法改革について推進するという決議がされまし

て、その項目の中に、民事陪審も検討しようというのが挙がっております。 

 今まで、民事陪審を導入するのに効果的だと思われる裁判類型でいつも具体的に挙

げられるのは、行政裁判です。やはり国民の声を行政裁判に反映していくことは非常
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に重要ではないだろうかと。日本の行政は非常に裁量権が広いものですから、その裁

量権について国民の率直な感覚を入れるべきではないか。 

 現在、行政裁判というのは、日本では年間 2,000 件ぐらいしか起こされていないん

ですが、ドイツなどは行政裁判所がありますので、年間 50 万件起こされているんで

す。では、なぜそんなに少ないのかというと、結論から言うと、やっても負けるか、

門前払いされるから、やらないというところが非常に大きいと思います。今の行政と

いうのは非常に大きな裁量権を持っているわけで、訴えていっても、その裁量の範囲

内だということになるとなかなか勝てないわけです。そこで、職業裁判官ではなくて、

市民の目から見て本当にそれでいいのかという感覚を裁判の中に導入してはどうか

ということを強く日弁連等で言われていますが、民事陪審を導入する手立てをまだ具

体的に検討しているわけではありません。また、すべてについて民事陪審を導入する

ということについては、日弁連の中でも反対意見があります。例えば、知財事件をア

メリカの民事陪審でやって、ひどい目に遭った日本の企業は随分たくさんあります

し、私の周りの弁護士も、アメリカでひどい目に遭ったから絶対あれはあかんといつ

も言います。そのように民事陪審には功罪がありますので、恐らく日弁連の議論の中

でも、すべてに民事陪審を導入するということは抵抗が強いと思いますけれども、一

部に導入してはどうかという意見がないことはない、その典型的なのが行政裁判で

す。 

三成議長 

 ありがとうございました。 

 行政の話しが出ましたので、幸田委員一言どうぞ。 

幸田委員 

 さっき、どうして冤罪防止に効果があるかという質問をしたかというと、実は三成

さんがおっしゃったことに全く賛成だからなんです。要は、効果として検証できない

ことを目標として設定することは、それはロジックが矛盾しているでしょうというこ

とが言いたかったんです。 

 確かに、感覚的にはあるだろうという答えは、それは正に先生方がおっしゃるとお

りだと思うんですけれども、ＰＤＣＡというのがありますね。目標に対してこう取り

組んできた、チェックして次のアクションをする、その目標は、評価できないことを

目標とすることには余り意味がない。そういうことを言いたかっただけです。 
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髙見弁護士 

 おっしゃるとおりだと私も思います。 

 とても変な言い方をしますけれども、主権者の国民が参加して間違った判断が出た

として、それでも納得できませんけれども、選ばれた人ではなくて、主権者から判断

されて間違われたという人の納得の状況と、今みたいな裁判官に間違われた納得の状

況を考えると、主権者に直接判断してもらって間違われたんだったらしようがないと

いう割り切りが――これはおかしなことを言っているなと、言いながら思っているん

ですけれども、そういうこともあるんじゃないか。今まで職業裁判官に幾ら言っても

箸にも棒にもかからなかったことが、裁判員に言うと、聞いてくれてるという実感が

あるんです。その人たちが、評議の中で裁判官を説得しているんじゃないかなとも思

えるんです。今までの裁判官は、判決を書いた後は知らんぷりなんです。当事者から

は全くアクセスができない。特に刑事事件の裁判官室というのは書記官室でガードさ

れていますから、当事者の意見を直接聞くことは法廷でしかないんです。判決を出し

て、文句があるんだったら控訴してちょうだいと言って知らんぷりしていればいいん

です。判決の理由を見て全然納得できないなと思うことがあっても、裁判官のほうは

全然説得する必要がなかった。でも、今は、評議をする中で、裁判員を納得させる結

論でなければ判決になっていかないはずなので、そういう意味で、今まで必要がなか

った能力といいますか、そういうものが裁判官に必要とされるようになっているだろ

う。そういった意味で、今までよりはましではないかという感じが、それは全く感覚

的なものですけれども、します。 

三成議長 

 まだまだ議論したいところですが、時間もかなり過ぎましたので休憩をとりたいと

思います。 

［休 憩］ 

三成議長 

 時間になりましたので、再開いたします。 

 会長のほうからご説明いただいたことも含めて、質疑応答を続けたいと思います

が、いかがでしょうか。 

西島委員 

 認識が誤っているのかどうか分かりませんけれども、いろいろ伺っていて思いまし
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たのは、三権というふうに考えると、行政だとか国会との関係、国民の三権との関係

ということで考えましたら、そういう意味では、裁判員制度というものに国民が直接

かかわる・参加するというのはきわめて重みのあることだなと、重要な役割を果たし

ているのだなと思います。 

 例えば、国会を考えると、選挙もありますし、いろんな立法過程に参加するという

ことはあるんでしょうけれども、なかなか立法にかかわることは少ないと思うので、

そういう意味では裁判員制度はすごいなと思うわけです。 

 行政にかかわるというのも、ヒアリングなどはあったりしますけれども、具体的に

国民１人１人が何かの件に対して、この件はどうだということで呼び出されて、意見

を言ってかかわっていくというのは、きわめて貴重なことだと思います。そういう意

味では、国民というか、市民というか、民主主義を育てる側面としては非常に貴重な

ものだなと思いました。 

 確かに、日弁連としてあるいは弁護士会として掲げておられた冤罪が減るかどうか

という視点からは、なかなか難しいところではあるのでしょうけれども、国民、市民

としていろいろなことにかかわっていく、あるいは国全体のあり方にかかわっていく

という意味では、非常に貴重なものなのだなと感心した次第です。 

 先ほど最後におっしゃっていた民事のことですけれども、私が一番初めに聞いたと

きには、民事事件のほうが裁判員制度になじみやすいというか、分かりやすい、かか

わりやすいところがあると思うんです。家でうちの妻と話したときに、人が殺人をし

たかどうかみたいな――そういう事件ばかりではないと先ほどおっしゃっていまし

たけれども、それを決めることを迫られた場合のしんどさも受けとめなければいけな

いんだとは思いますけれども、まずトレーニング的に民事的なものをやって、それか

ら刑事事件に入っていくのがいいのかなという感じがしました。もしそれが本当の裁

判に反映しなくても、そういうことでやってみて、それを入り口にしてというか、制

度の周知を広げていくとか、理解していくということに使ってみてもいいんじゃない

かなという感じがしました。 

秋田弁護士 

 今、非常に大きな問題提起をしていただいたなと思いました。といいますのは、事

実認定はだれがすべきものなのかという議論が根底にあるんだろうなということで

す。 
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 実は弁護士会というのは、裁判所とか検察庁と違いまして一枚岩ではないんです。

反対する方もおられまして、すべての弁護士が１つのことに一致するということは恐

らくないですね。何が言いたいかといいますと、裁判員には根強い反対論がありまし

て、その中には、裁判員ではなくて職業裁判官による事実認定とか裁判が保障されな

ければいけないんだ、裁判員がかかわるのはおかしいんだという議論があります。私

はその議論は誤っていると思っております。事実認定というのは法律家の専権でも何

でもない。どうやって事実認定をするのか、冤罪を防止するために合理的な事実認定

をどうやってするのかというのは非常に難しいですけれども、みんなが考えなければ

いけないことで、エリート裁判官がやるべきことではないと思っています。先ほど髙

見さんからも、だれに事実認定されたら納得が得られるかというお話がありました

が、それと同じ問題かなと思っています。 

 最終的には、常識によって判断せざるを得ないと思っています。「合理的な疑いを

超える証明」という、分かったような分からないようなことがよく言われるのですが、

例えば、被告人が言っている話がアナザーストーリーとして合理的かどうかという判

断もあるかと思います。先ほどの「無罪六原則」の話じゃないですけれども、やって

もやっても有罪判決ばかりだったので、私はちょっといじけているのかもしれません

が、裁判官というのは被告人に厳しく、検察側証人には優しいという常識を持ってし

まっているのではないか。あるいは、もしかしたら裁判官の常識というのがあって、

彼らの裁判官としての評価、99.9％の有罪率の中で余りにたくさん無罪判決を出した

ら、偏向している裁判官と思われるんじゃないかというもの、言ってみればしがらみ

ですが、そういうものから日本の裁判官は自由であり得るのか。あるいは、来る日も

来る日も有罪判決をしている人に、本当に思い切った無罪判決ができるだろうか。無

罪判決を思い切らなければいけないこと自体が問題と言えば問題なのですけれども、

そういう中で彼らに事実認定を許していていいのだろうかという根本的な疑問があ

ります。 

 そういう中で、陪審裁判もそうですが、アノニマスという言い方をするんですが、

要するに、だれか分からないけれども、みんなで話し合って、みんなの議論の結果と

して事実認定をして、それが合理的な疑いが残ると言えるかどうかを判断していく、

これは非常にいい制度ではないかと思っています。そういう意味では、今のお話は、

裁判員裁判のあり方、あるいは国民の司法参加のあり方の核心を突いたお話だなと思
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いました。 

中本会長 

 民事に陪審制度をという意見がお二人から出ているので、やはり前提事実を整理し

ておかないといけないと思います。 

 国民のだれもが判断できるということは、その前に、何が争点で、何を黒か白か認

めてほしいのかということをはっきり設定しておかないと判断できないわけです。で

すから、刑事法廷の場合でも、公判前整理手続で、何が争点なのかを詰めるわけです。

その上で、集中してその点について立証して、裁判員の方に判断してもらうというの

が前提になっているわけです。民事も同じでして、民事にもし陪審制度を導入すると

すれば、そういう争点整理をきちっとやっておかないと陪審制度はうまく機能しない

んです。 

 そうすると何が大事かといいますと、今の制度を変えないと、今の日本の制度のま

まで陪審制度は導入できないのです。具体的に言いますと、手持ち証拠が全部出ない

限りは何が争点か分かりませんから、手持ち証拠が出るような制度、例えばアメリカ

にはディスカバリー制度というものがありますが、そういう制度がきちんと働くから

こそ、アメリカでは民事陪審制度ができるわけです。しかし、日本の場合は完全なデ

ィスカバリー制度はありません。文書提出命令とか当事者照会という制度はあります

けれども、片方の当事者がたくさんの証拠を持っているような場合、なかなかそれが

出ないものですから、持っていないほうが負けてしまうという要素があるわけです。

特に行政裁判はそうです。行政が全部の証拠を持っているけれども、訴える国民はな

かなか証拠がないわけです。そのような偏頗な証拠状況の場合には、そういう制度が

きちんとしていなければ民事陪審はなかなか機能しない。そこの点をちゃんとやって

いかないと、日本の民事事件に陪審制度を根づかせることは難しいという事情があり

ます。 

 ですから、私のように昔から民事裁判の改善をやってきた者からすると、今回、刑

事裁判が変わったことについては大歓迎でして、裁判が変わったというよりも、弁護

士が変わってきたと思っているんです。弁護士が自分の言葉でどうやって説得するか

という能力を身につけることができる。私は、この能力がなければ弁護士はだめだ、

民事でも、弁論で自分の主張を整理してしゃべって裁判所を納得させるという能力を

つけなきゃいけないと常々思っていたのですが、なかなか民事の裁判ではそれがなく
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て、民事の場合は書面を出すだけで判断する、次回期日を決めるということで、民事

こそ調書裁判になっていたわけです。これを改めなきゃいけないと常に言っていたん

ですが、先に刑事裁判が改善されました。そこで若い先生方がそういうのになれてく

ると、それを民事裁判にも応用してくるんじゃないかと思って、そういう意味では私

は非常に期待しています。 

 それと同時に、証拠の開示というものが刑事では非常に重要だということで、公判

前整理手続で検察官の持っている証拠の全面証拠開示をすべきであると日弁連では

言っていますが、これを民事の場合も応用することができないか。例えば、お役所を

訴えるときに、お役所の持っている証拠を全部出せということが言えるような制度に

ならないかということを非常に期待しています。そういう意味では、刑事裁判と民事

裁判は非常につながっていますので、刑事裁判の変化は民事裁判にも大きな影響を与

えるということで、この制度を私は違う意味で評価しています。 

三成議長 

 刑事裁判も、裁判員裁判を取り入れたからこそ可視化が進んでくるといいましょう

か、証拠開示のことも問題としてクローズアップされてきました。恐らく民事も同じ

ところがあって、会長がおっしゃることはよく分かるのですけれども、民事への陪審

の導入をを考えないと、証拠の全面開示の義務化やディスクロージャーは切羽詰まっ

た問題として出てこないと思います。刑事も、裁判員裁判をやったことによって検察

も追い詰められてきて、そこら辺は切った張ったじゃないですけれども、身を切らせ

て骨を切るみたいな形でどこかで調整しない限りは、安全なところで、さあ、開示し

なさいでは、なかなか向こうも開示はしてこない。踏み込んで、さあという話になっ

てきたときに、向こうもせざるを得なくなってくる。第一線で活躍されている弁護士

さんの前で言わずもがなの僭越な話ですけれども、そういう感じがしました。 

 マスコミサイドから是非お伺いできたらと思います。 

川合委員 

 今、会長のお話を伺っていて、民事こそ市民常識が反映されるべきと私も思ってい

ます。コンビニ強盗に市民の常識を反映するよりは、公害病とか原爆症とか、戦後補

償の問題といったことのほうが、ずっと市民の常識から乖離し切った判決がずっと続

いているという印象を持っていますので、証拠をきちんと開示する制度とワンセット

で、民事も当然事件を絞った上で、民事陪審というのも近い将来なのか、10 年、20
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年のスパンなのか分かりませんが、10 年後とかと言っていたら結局何もできないと思

うので、これも是非実現すべきことなのではないかと思います。 

 ただ、そういうときに被告として想定されるのは行政なので、そうすると事務手続

が異常なまでに増えてしまって、それはちょっと気の毒という点はあるんですけれど

も、記者を 20 年間やっていて、一番常識と乖離した判決が出るのは民事だなと実感

として思っています。これが何で認められないのというのはいろいろありますし、今

後は震災の復興絡みの裁判で、これが何で認められないのというケースがわんさと出

てくると思いますので、民事陪審でも、その前提となる証拠開示というのは是非とも

必要なのかなと思います。 

 刑事のほうですと、全部開示したらかえって手間がかかるというふうに検察庁はお

っしゃるので、少なくとも目録の開示ぐらいは導入されてしかるべきじゃないかとい

う実感を持っておりますが、そこのところの見通しはどうなんでしょうか。手持ち証

拠の目録開示というのはどうなんでしょうか。 

髙見弁護士 

 今おっしゃっていただいたように、証拠を全部弁護人に見せると余計な争点が出て

くるんじゃないかということを検察庁はよく言います。でも、それを判断するのがど

うしてその訴追側になるのかということなんです。持っている者が、これは争点だと

思うから出しましょう、これは一見すると被告人に有利なことが書いてあるんだけれ

ども、こんなものを出すと弁護人がそれに乗っかって要らんことを言い出すからやや

こしくなる、本来見るべき筋はこっちだから、これはそれとは関係ないということを、

どうして検事が判断できるのかと思うわけです。 

 具体的な話をしますと、去年 11 月 26 日に堺支部で、知的障害を持った方の公訴が

取り消された事件がありました。私はその事件の弁護人なんですけれども、あの事件

で検察は報告書の捏造をしたんです。余り報道されていませんけれども、どういう捏

造をしたかというと、捕まった人は、「事件があった日の夜、私は家にいました」と

いうことを初期供述でしていた、けれども、説得したら、「あれはうそでした、そん

なことはありませんでした」というふうに供述が変わりましたという報告書があった

んです。ところが、検察官は、「その日は家にいました」という初期供述があったと

いうことが弁護人に知れると、それに従って余計な主張をし出すから、これは弁護人

に見せるべきではないと考えて、初期供述がこうだったという部分を消させて、もと
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もとあった日の日付と同じ日付の報告書を別途貝塚警察につくらせたんです。これは

明らかに虚偽公文書作成罪なんです。ところが、検察はそれが報道されそうになった

ので、自分で記者会見して、その検事の減給処分をして、今その検事は大阪から飛ば

されたようですけれども、そういうことが現実に起こっているわけです。ですから、

検察官性善説には立てないなと思っています。今までの刑事訴訟法は検察官性善説

で、検察官はずるいことはしないだろう、持っているものは全部出すだろう、正直に

答えるだろうということを前提に制定されているんですけれども、弁護人になります

と、そういう前提が間違いであることを現実に経験します。 

 その事件についてもう１つ言いますと、どうして検察がどうして公訴を取り消した

のかといいますと、本来であれば裁判員裁判になった事件なんですが、一部分だけで

すが、録画しているんです。調書の読み聞かせといいまして、検事のつくった調書に

ついて、あなたの言ったのはこのとおり間違いないね、あなたが言ったとおり書いた

から、これから読むから見ていてちょうだいと言って読み上げるんです。私はどこそ

こに生まれて、何月何日にここに火をつけましたということが書いてあるんですが、

あなたの言ったとおり書いたよね、私は怒鳴ったり脅したりしていないね、じゃ、サ

インをしてくれるかなということでサインをさせる場面だけを録画しているんです。

これは本当に危険きわまりない録画なんですけれども、しかしそのＤＶＤを裁判員が

見たら、これはこの人が言ったことを書いているんじゃないなということが分かるよ

うなやりとりが残っているのです。裁判員裁判でそれが法廷に出てしまうのが確実に

予想できる状況になったので、検察は公訴を取り消して、無罪判決が出るのを防いだ

と思うんです。本当であれば、今年の５月か６月に堺支部であのＤＶＤが放映されて、

何でこんなものを検察官は起訴したのかということが大問題になって、取調べを始め

から終わりまで全部録画録音するべきだという世論が、どんと盛り上がったんじゃな

いかと思います。裁判員裁判が始まったことによって、とても危険きわまりないもの

ではありますけれども、一部分でも検察官調べを録画録音するようになったという意

味では、今までやらなかったことをやるようになったということです。 

 公判前整理手続も、裁判員裁判が始まるということでつくられた制度です。という

のは、裁判員裁判は法廷が始まったら月火水という形で連続で証人尋問をしますの

で、何が争点なのか、どの証人を呼んでくるのかということを決めておかないとでき

ないわけです。裁判員に、今日聞きました、じゃ、次の証人を聞くために２週間後に
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もう１回来てくださいというわけにいきませんから、そういった意味で事前に争点を

はっきりさせておく、証拠も整理しておく。そのためには、一定程度の証拠は弁護人

に開示すべきであるということで、不十分ではありますが、証拠開示制度は、正に裁

判員裁判に伴ってつくった制度なんです。そういった意味では、大きな変革のきっか

けになっていることは間違いないんじゃないかと思っています。 

三成議長 

 ありがとうございます。 

 田渕委員、経済界のお立場からいかがですか。 

田渕委員 

 実は、私も裁判員制度で裁判所から２回呼び出しがありました。その際に、私が立

場上、公の仕事をしていることを伝えたところ、その関係上と思いますが、選任から

外れたようです。本来であれば、私も裁判員をやらなければならないはずですが、い

ろいろとあるのだと感じております。 

 私の中では、裁判員制度が始まって、「まだ２年！」という感じで、感覚としては

もう４～５年行われているという思いでした。今、２年ということをお聞きし、思い

起こせば非常に短い歴史ですので、2,099 件ということではなく、これから何万件と

いうレベルで、多くの方が裁判員として選任されるだろうと思っております。 

 その中で、裁判員になった方が増えていきますと、先生方がいろいろなことをやっ

ておられるというのを聞いておりますが、出した量刑について非常に悩んでおられる

方も増え、メンタル面のケアも今後益々必要になっていくのだろうと思っておりま

す。日本人は、結構まじめですから、心で思いながらも表に出さないところがあり、

言ったらダメな部分だということで押さえ込み、悩む方が結構増えていくのではない

でしょうか。 

 また、裁判員制度は、裁判官の方が３名ぐらいでやっておられ、かなり高いレベル

で行われていると思いますが、この高いレベルで、深掘りしたものに対し、裁判員制

度を導入したことで、一般の方に対し、説明を平たくしなくてはいけないものですか

ら、意外と分かりやすく説明して、終わってしまうのではないでしょうか。しかも、

証拠が全て出てきませんし、時間の短い間で決めてしまわなければいけない。そうい

うことによって、「本当に、これで良かったのか？」ということが、多く出てくるよ

うに思えます。 
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 もう１つ、裁判員制度を民事にという話がありましたが、この表を見ていますと、

刑事事件であっても詐欺罪など、軽いと言えば言葉は悪いですが、人に危害を与えて

おらず、金銭などに対して危害を与えたものについて、もう少し深掘りして頂ければ

と考えております。 

三成議長 

 この件に関して弁護士サイドから何かございますか。 

秋田弁護士 

 本当におっしゃるとおりだなと思って聞いていました。 

 最後に言われた裁判員対象事件をどう考えるのかということについて、先ほども髙

見さんからお話がありましたけれども、重大事件に限っていいのかどうかというのは

１つのポイントです。ただ、軽い事件まで含めるとすごい数になってしまいますので、

制度的に耐えられないというのはそうなんでしょう。 

 では、アメリカではどうしているのかというと、これは請求で、ほとんどの事件は

有罪答弁で終わってしまっています。逆に、被告人、弁護人側が陪審裁判を求めれば、

例えば贈収賄の事件などでも陪審裁判になっているという状況のようです。 

 韓国は、重大事件かつ請求ということになっているようです。そういう状況で、国

によっていろいろやり方は違うという中で、日本がどう選択をするのかということが

１つの大きなポイントかなと思います。 

 私自身は、請求を認めて、争う事件は徹底してやるべきではないかと思います。例

えば、痴漢冤罪事件もそうですし、私自身が関与していて無罪になった事件もあるん

ですが、そういう事件は、陪審裁判あるいは裁判員裁判のような形でやれれば、もっ

と違った形になったのではないかと思っています。 

 もう１つ、先ほどから民事裁判員はどうかというお話がありますけれども、それに

関して言うと、私自身は、ぶっちゃけた話をすると大歓迎です。といいますのは、先

ほど言いましたアメリカのＮＩＴＡの弁護士さんたちは、功成り名を遂げた人たちが

講師として来るんですけれども、みんなスーパーリッチなんです。なぜかというと、

その法廷技術を民事陪審などで応用しておられまして、多額の勝訴判決で報酬を得て

おられるからで、悠々自適でやっておられます。そういう法廷技術を伝える者になれ

たらうれしいななんて、勝手なことを思っております。 

髙見弁護士 
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 今、アメリカの法廷弁護にたけた弁護士の話が出ましたけれども、ああいう方たち

を呼んで弁護士会で研修した時、、黒いものを白にするための研修をしているのでは

ないかと一時揶揄されたことがありました。しかし、そうではなくて、黒でない人を

黒でないという判決をもらうために技術を学ばなくちゃいけないと我々は思ってい

ます。これは民事でも同じだと思います。 

 あと、田渕さんがさっきおっしゃった詐欺の事件などでもっと痛みの多い人がおら

れるではないかということですけれども、国民の観点からしてもという発想がおあり

なんでしょうね。 

田渕委員 

 はい。 

髙見弁護士 

 分かりました。そういう発想もおありかと思います。 

 今、日弁連で対象事件を広げるべしという議論をしているのは、今の裁判員対象事

件は法定刑がとても重い事件だけになっていますので、詐欺みたいな事件で、被告人

がやっていないということで争っている事件で、かつ、被告人が請求した場合は、裁

判員裁判を受けられるような形にしたらどうかということを提案しようかというこ

とを考えているようです。 

越堂委員 

 アメリカの弁護士の方たちの年収がすごく高いということは、訴訟社会ですからそ

うだと思うんですけれども、ＮＩＴＡという制度で勉強されたということですけれど

も、何か特徴的なエピソードはありますか。 

秋田弁護士 

 誤解のないように言っておきますと、向こうでは確かに法廷技術は非常に重視され

ています。ただ、法廷技術を使うためには相当な訓練が必要だというのも共通の認識

になっています。我々は、弁護士の資格を取ればすぐ法廷に立つことが許されていま

すけれども、あちらでは、弁護士になるための制度が全然違うこともありますが、弁

護士になってからかなり実績を積んで、そしていろんな技術を習得してからでない

と、法廷には立てない。それなりの下積みをしてからという状況になっているようで

す。 

 彼らの技術は、我々のいろんなところで応用可能なものになっています。例えば、
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「ケース・セオリー」とか「ブレーンストーミング」という言葉が出てきますが、「ブ

レーンストーミング」というのは、企業で商品開発をするときに必ずされることで、

そのようなことを応用するんです。裁判の中でどのように事実を見きわめていくの

か、しかもそれをプレゼンテーションするため、例えば我々は冒頭陳述というところ

で事件の見立てを伝えなければいけない、そして最終弁論で証拠評価を伝えなければ

いけない、途中で、主尋問、反対尋問をして証人を通じて立証していくという過程も

あれば、逆に反対尋問で相手方証人をつぶしていくという作業もありますが、これも

実は１つのプレゼンテーションの技術なんです。 

 例えば、日本人というのはインタビューが非常に下手くそです。「報道ステーショ

ン」のＦさんのインタビューなんて、全然なっていないんです。ゲストに向かって

「何々ですよね」と同意を求めているだけで、あれは引き出していないのです。本当

は、インタビューされている人からきっちり話を聞き出して何ぼのものなんですけれ

ども、彼は自分が言いたいことを言って同意を求めているだけなんです。あれは主尋

問としてはナンセンスなんだけれども、日本の弁護士の多くもそれをやってしまうの

です。 

 では、どうするのか。オープンな質問をするようにということをＮＩＴＡ型研修で

は言います。証人に語らせなければいけない。「それはなぜなんですか」「どのよう

になんですか」「いつなんですか」というふうにオープンに５Ｗ１Ｈで聞いていく。

これに対して、「何々なんですね」というのは誘導尋問でして、これは押しつけです。

そういうことをしてはいけない。例えばそういうことです。 

 それから、ＮＨＫのプレゼンテーションの仕方というものも学びます。例えば、Ｎ

ＨＫのアナウンサーは手の位置がある程度固まっているんです。これは必ずそうで、

全く同じことを教えられます。プレゼンテーションのときに、多くの人は、手をポケ

ットに突っ込んだり、後ろに持っていったりして、手の置き場に困るんですが、ＮＨ

Ｋのアナウンサーは、必ずお腹の前をホームポジションとして手を置いていて、そこ

から動かすんです。それと全く同じことを彼らは言います。ですから、アメリカのプ

レゼンテーションの技術を持っている人は、みんな同じ姿勢をとっています。こうす

ることによって体が揺れないという効果もありますし、ジェスチャーもできます。例

えばそういういろんな技術を我々は学んでいます。 

三成議長 
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 法曹教育の問題で、ロースクールの立ち上げのときに、英米のロースクールとかバ

リスタの養成機関に行って実際の研修の様子などを見てきたのですけれども、しゃべ

ることや表現力の養成、相手を説得するスキルの習得にかなりの時間を費やしていた

ように思います。先ほどおっしゃった手の位置なんて、しようもない感じがしますけ

れども、受けとめるほうから見ると、それである程度印象を決めてしまうのです。服

装、髪型、イギリスのバリスタの養成ではしゃべり方までも教育します。表現方法や

言葉の使い方もそうです。それは、陪審制の持っている力なんです。プロ同士でやっ

ているなら法律の話をしておけばいいわけだから、どんな格好をしていても通じます

が、素人の人に、この人はいい人だ、この人はちゃんと説明してくれる人だというこ

とを分からせるためには、そこから入っていかないとだめだということですね。 

 私は今、大阪大学コミュニケーションデザイン・センターのセンター長をしており

まして、平田オリザさんという劇作家と一緒に仕事をしているのですが、彼はロール

プレイングの専門家で、模擬裁判の手法にも関心を持っており、彼によればアメリカ

の模擬裁判ではプロの役者を使うそうです。アメリカでは法律家養成でも役者が一定

の役割を果たしており、迫真の演技でロールプレイングをやらせて、勉強させていく

のだそうです。それはクライアントとの接し方とか模擬裁判とか、多分ＮＩＴＡでも

そういうことをされたと思うのですけれども、平田オリザさんは、日本ではそういう

手法が欠けているとよくおっしゃっています。これはお医者さんの養成でも同じで、

クライアントとの接し方が課題になっているようです。 

 ですから、裁判員裁判が始まったことによって、日本でも、本当に法律のことを知

らない素人の人とどう接していくかという、スキルと言うと言葉が悪い意味にとられ

かねないのですけれども、要は人との接し方を学ぶ姿勢が司法にようやくできてきた

のかなと思います。そういう点でも、私たちは非常に関心を持って見ています。 

 ただ、わが国のロースクールでそうした教育ができるかというと、正直なところ、

今のロースクールでそれだけの教育力を持っているところは少ないと思います。そう

すると、弁護士会とかでそうした教育のビルトインをしていかないと、なかなかそう

いう教育ができないのではないか、あるいは、そういう教育をロースクールに要求し

ていかないと、ロースクールも対応していかないのではないかという気がするのです

が、その点、いかがですか。 

髙見弁護士 
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 私は、大阪市立大学で授業を持っていまして、刑事模擬裁判というのを担当してい

ます。３年生の後期に 14 コマ授業があります。それぞれ検察官チーム、弁護人チー

ム、裁判官チームに分けて、記録を渡して、検察官に起訴状を書いてもらって、それ

を裁判所に提出させて、与えた資料の中からどれを取調請求するか、その請求を受け

た弁護人は、どの証拠を開示してくれと検察官に要求するのかを考えて、実際に尋問

もいたします。尋問は記録を前提にしますが、私はＮＩＴＡの研修を受けて以降、彼

らの模擬をビデオに撮るようにしていまして、最後のときに見てもらうようにしてい

ます。これは一番大事なことだ、こんなことをやっているロースクールは多分ないと

思うよと言いながらやっているんですけれども、自分の姿を見るととても勉強になり

ます。恥ずかしくて見てられないです。体は動くわ、手はあちこち行くわ、でも、自

分があんな風に動いているんだということが分かれば、それを直せばいい。それは練

習したらできることなんだよということを伝えるようにしています。天才でなくてい

いんです。逆上がりでも、何回も練習したらできるようになるだろうということで、

そういうことを身につけてもらおうと思ってやっています。 

 最後には、ここで得た知識を使ってこういうふうに反対尋問をしてごらんというよ

うな実演をしたりしているんですけれども、そういう授業をとっている人はごくわず

かです。刑事模擬裁判は必修ではないですし、どうしても新司法試験に合格しなくち

ゃいけないという第一目標があるからです。模擬裁判をとるということは、とても手

間といいますか、労力がかかります。勉強にはなりますけれども、目先の司法試験に

受かるためには、ちょっと邪魔な授業ではあるんです。履修した学生は、とても勉強

になったと言うし、択一試験にはとても役に立ったと言ってくれるんですが、なかな

かとってくれない。そうすると、弁護士になってから研修をやっていかないといけな

いなと思っています。特に検察庁は庁を挙げて研修をやっておられますので、弁護士

会は個人商店ですけれども、だからといって被告人に不利益が行ってはいけませんの

で、それは重々考えてやっています。 

中本会長 

 証人尋問というのは、研修所では模擬裁判で少しはやっているんですが、現在の研

修所では時間がなくて、そういうことはやっていません。そうすると、弁護士会でそ

ういう教育をするのかということですが、実は弁護士会もほとんどやってないんで

す。というのは、弁護士会というのは、これまではいわゆる徒弟制度で、ＯＪＴで先
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輩弁護士がやっているのを見て、証人尋問はああいうふうにやるんだということで訓

練してきたわけです。ボス１人にイソ弁が１人か２人、裁判所にもついていって、ボ

ス弁が証人尋問をやるのを見て、ああやるんだ、こうやるんだと見ながら、場合によ

っては、相手方代理人がやるのを見ながら訓練してきたんです。ところが、どっと新

しい若い先生が入ってきたので、ボス弁もパートナーもとても面倒が見切れなくなっ

て、全然訓練もなく、いきなり証人尋問をやったりするものですから、めちゃくちゃ

になったりするわけです。 

 私も昔、ついていって本人にやらせたことがありますが、やはり全然できなくて、

裁判長から、「中本先生、もうあなたがやってくださいよ」と言われたことがあるぐ

らい、初めてのときにはできないものなんです。ですから、これは訓練する機会を設

けなきゃいけないと思っています。今、研修というのは皆座学ですけれども、将来的

には、そういう証人尋問の訓練をする研修を弁護士会でやらなきゃいけない、そうし

ないとやっていけないと私は思っています。 

林副会長 

 ロースクールは、やはり司法試験に通るというのが目標ですから、修習委員会でロ

ースクール在学中の模擬裁判の経験を問うたら、やはり半分までいかないでしょう

ね。民事にしろ、刑事にしろ、どちらかを一方やったという経験のある人は半分いか

ないです。 

 では、修習中はどうしているかというと、大阪の場合は、模擬裁判に当たるものを

刑事でも民事でも実施しているのですけれども、特に新修習、つまりロースクールを

出た人の修習では、最後の仕上げで選択型というのがあるんですけれども、選択型で

やることになっています。通常のいわゆる分野別修習と言われる裁判、検察、弁護で

の修習では、２カ月という期間のこともあって、時間の制約上とてもできない。そこ

で、選択型修習で民事でも刑事でも模擬裁判を１回ずつやっています。 

 その応募状況はどうかというと、新修習というのは新 60 期から始まって、現在、

新 64 期、５年目に入るんですけれども、新 60 期から新 62 期までの応募状況は非常

に盛況で、定員を超えていました。ところが、新 63 期、新 64 期に入ってくると、な

かなか人気がない。それはどうしてかというと、やはり二回試験というものに対する

心配が卒業間際になると起こってくるのが原因ではないかということを考えていま

す。なので、結局は、修習終了までの間にきっちりした尋問の訓練をする機会が現在
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のところはなかなかないというのが実情です。 

三成議長 

 あともう一つの観点として、市民に対する教育というものがあるかと思います。実

際に陪審員になるかどうかではなくて、陪審員になるための説明を受けるところから

教育が始まっていて、裁判員裁判でもそうですけれども、呼び出されていろいろな説

明を受けるということから、裁判とはこういうこと、裁判員とはこういうことという

意識を持つわけです。そういう法教育といった意味での効果があると言われているの

ですけれども、それにもまして、若い人たち、子供たちに対する消費者教育も大事で

すが、裁判員になるということの意味もきっちりと教えていくというか、自覚しても

らうことが大事になると思うのです。ヨーロッパとかアメリカというのはそういった

教育は子どものころからビルトインされていて、日本もそういうことから始めていか

ないと、裁判員裁判は市民化していかない。そこら辺についての弁護士会の活動とい

いますか、そうした活動の位置づけをどのように考えておられるのか、聞かせていた

だきたいと思います。 

林副会長 

 大阪弁護士会では昨年から、中高大学の方々に対する法教育に非常に力を注いでい

ます。過去４～５年になりますか、高校生に模擬裁判を実現してもらうという取り組

みをやっていて、今年も８月６日に実施いたしますけれども、そういう形で裁判を実

演することによってなじんでもらおうということはやっております。 

 あと、大阪弁護士会の弁護士が高校に出向いていって、昨年の場合は公立高校全部

に対して出張授業を行うという実績を積みまして、今年もなるべくそれに近い形でや

ろうと考えていますけれども、法の運用のあり方がどういうものか、難しく言うとそ

ういうことになりますけれども、高校生に、今の裁判の実際はこういうことになって

いますよということで、実際の弁護士が生の実務をレクチャーすることによって、法

教育をさせていただいています。 

三成議長 

 反応はどうですか。 

林副会長 

 反応は上々です。また来てくれという依頼もあります。依頼も増えていますし、逆

に、弁護士の事務所に対して中高生が来たり、あるいは、法教育委員会に所属してい
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る弁護士のところに、裁判傍聴や事務所見学等々の申し入れが結構来ています。 

中本会長 

 裁判傍聴は非常に教育になります。高校生の１クラスに来てもらって、ほとんどは

刑事事件を見ていただいているんですけれども、刑事裁判のあり方を説明して、今こ

れからこういうことをやるんだというのを見てもらっています。これによって、裁判

というのはこういうものだよと。特に弁護士に関心を示す方が多いので、そういう意

味では裁判傍聴というのは一種の教育になっているんじゃないかと思います。 

 法教育は、大阪府下全部に無料で講義に行きますということを言っています。一昨

年までは１万円ぐらいもらっていましたが、去年からは高校からは出前講義の報酬は

一切もらわないということで、無料で出かけていくという制度にしています。これが

かなり浸透していっているんですが、ちょっと分析する必要があるのかなと。高校に

よっては、全然お呼びでない高校もありまして、そんな来てもらわなくていいという

ところもあります。リピーターのところもありますが、全部のところで受け入れられ

ていない。どういう高校が受け入れないのかよく分からないんですが、どうも超進学

校などは受け入れてくれてないんじゃないかと思います。 

三成議長 

 どうもありがとうございました。 

 ほかに何かご意見ありませんか。 

西村副議長 

 こういう機会ですので、三成先生の専門のドイツとかフランスがどうして陪審制度

をやったか、やめたか、その辺のことを教えていただけませんでしょうか。 

三成議長 

 ドイツはフランス革命期にはじめて一部の地域でフランス型の陪審制を取り入れ

たのですが、1870 年代あたりから今の制度に変わっていきます。フランス型の陪審制

は、今のイギリスやアメリカ型の陪審制ではなくて、事実認定だけを素人の人たちに

させるのです。しかも、イエスかノーかだけです。説示というのがあって、裁判官が、

この事実はどうかということを聞いていくのに対して、イエス、ノーで答えていくだ

けが陪審員の仕事だったのです。 

 しかし、事実認定と法律の判断を分けるというのは、言うのは簡単なのですけれど

も、実際にやってみると非常に複雑で、事実認定をやる中で法律判断をやっているケ
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ースが出てきたりして、運用上非常に難しくなってきた例が幾つも出てきてしまった

のです。ほかにも、証拠採用のあり方とか、自由心証主義とか、証拠制度に関する法

律制度の問題など、ドイツは陪審制になじまないシステムになっていたところがあっ

て、結局うまくいかないということになってきたのです。 

 それともう一つは、これは非常に政治的な話ですが、ドイツでフランス型の陪審制

が本格的に導入されたのは、1848 年に革命があって、その革命が失敗した後なのです

が、革命に関わった政治犯を裁くために陪審制度が導入されたのです。ですから、陪

審制イコール政治犯を裁くための政治ショーだったのです。かのマルクスが陪審裁判

を厳しく批判しているのは有名ですが、陪審裁判はまさしく「イチジクの葉」だと批

判しています。反政府的な活動をした連中を政治犯として裁くために陪審裁判が政治

ショーとして利用されたがために、ドイツでは陪審裁判に対するイメージが最初から

すごく悪かった訳です。 

 そういうことと、先にお話ししたような法制度上の問題があって、陪審制は結局ド

イツではうまくいかないということが一般化していく中で、ドイツ型の参審制という

形になったとされています。プロの裁判官と、参審員という、素人といえどもそれな

りの地位にある人たちが裁判にかかわって、ともに事件を裁く。ですから、彼らは民

事事件でも刑事事件でもやれるわけです。 

 民事の場合は、経済的な犯罪だとか農業とかいろんな専門分野によって、それぞれ

の道のプロの人が素人として参加するわけですから、裁判官と丁々発止でやれるわけ

です。そういう中で、陪審制よりもより効果的に機能したということもあって、特に

1920 年代、第一次世界大戦後は全面的にそっちに切りかえられていきます。そっちの

ほうが効率的だし、いいのではないのという話になっていくわけです。非常に簡単に

話をしましたが、そういった歴史的経緯のもとで今のドイツ型のシステムができたわ

けです。 

 けれども、結果だけを見て、陪審制度と参審制度の長短を判断するのは非常に問題

で、歴史的な背景とか、それぞれの国の裁判制度とか刑事訴訟制度とかいろいろな制

度の枠組みの中での位置づけを考えていかないといけません。陪審裁判、参審制度と

いうのは評価が難しいのです。そう簡単に判断はできないですよという話です。 

 日本が今の裁判員制度を取り入れるときに、さまざまな議論があって、ドイツの参

審制度が非常に高く評価されたのですけれども、実はそういう歴史的な背景があると
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いうことが再認識されてくる中で、批判も出てきたのです。そういうこともあって、

中間形態的な形になってしまったのかなと思います。陪審でもない、参審でもない、

非常に特殊な世界的にも珍しい形になったのですけれども、これがいいかどうかは議

論のあるところで、今の裁判員裁判制度を批判される方の中には、純粋な陪審制度で

ないということで批判されている方多いと思います。えせ的な陪審制度を導入したこ

とによって、逆に間違った市民参加のシステムができ上がってしまったのではないか

という批判ですが、私は、今日報告いただいた両先生のご意見に賛成で、現時点では

こういう形でないと市民参加は得られない。私が意見を言うのも何ですけれども、こ

ういうやり方も一つのやり方としてあるのではないかという気がしています。 

 ちょっと長くなりましたが、以上です。 

 時間もかなり進みましたが、ご意見がなければここら辺でこのテーマについては終

わりたいと思いますが、いかがですか。 

李委員 

 先ほど、２年間で 2,099 件という件数があったということ、それから、裁判員制度

の中で一般の市民の健全な常識を取り入れていくという意図があるということです

が、私が在日外国人の１人として感じることの１つは、出身国の人たちによって一般

の市民の人たちの何らかの予断、偏見というものが量刑等を含めて関係してくるとい

うことがありはしないかということが、この裁判員制度が導入されていく中でも心配

なことです。今までそういうものがなかったかといえばあった、それ以前でもあった

と思うわけですが、一般常識が入ってくれば入ってくるほど、一般的な社会の予断と

偏見が加味されてくる可能性も出てくるんじゃないかと思っています。先生がたはそ

の面に関してはどのような印象を持っておられるのか、できればお聞きしたいと思い

ます。 

髙見弁護士 

 おっしゃるとおりだと思います。在日コリアンの方の事件は相当多いはずです。被

告人の方が在日コリアンの方でも、裁くほうは日本の国籍を持っているんです。僕も

授業をやっているんですけれども、裁判員裁判に市民の常識をというときに、でも、

やっているのは日本国籍を持っている人だけなんですね。市民の常識をと言いなが

ら、日本国籍を持っている人しか裁判員になれない。これは司法権だから仕方がない

と言われればそうなのかもしれないんだけれども、そこの矛盾の解決手段は僕の頭に
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はまだありません。 

 被告人がどこの国の人なのかによって偏見を持っておられる裁判員もきっとある

と思います。それは間違いなくあると思います。でも、それでいいんですかというこ

とを弁護人はきちんと主張しなくてはいけない。国籍差別があっては絶対いけないん

だということを、例えば量刑の判断にしても、そこで間違ってはいけませんよという

ことで、その人の人となりというものを分かってもらう弁護をしなくてはいけない。

どこで産まれたんですか、どういうふうに育てられたんですか、ご兄弟は何人いるん

ですか、どこの学校を出られたんですか、その後どういう仕事に就いてこられたんで

すかということをその人に話してもらうことによって、この人はこういう人だったん

だということが分かってもらえる弁護をしなければいけないと思っています。ただ、

それがうまくいっているかどうかは分かりません。 

秋田弁護士 

 ご指摘の点はごもっともなんですけれども、１つ明るいのは、大阪で初めて無罪に

なった事件は、国籍がイランの方でした。覚せい剤の密輸をした方だったんですけれ

ども、当然裁判員は日本人になります。 

 その中で、評議の場で、例えば人種的な差別ということを正面から口にするという

ことは、逆にはばかられるんじゃないかという期待も私はあります。裁判員、裁判官

も含めて９人で話をしていくということは、１つの希望ではないか。今、髙見さんが

おっしゃったように、仮に裁判員の方の中に人種差別がある方がいても、弁護側が、

被告人とされている人の人となりをきっちりと描き出していくことができれば、むし

ろ逆に人種差別を払拭するための手段にもなり得るはずです。ちょっと楽観的過ぎる

かもしれませんけれども、そういうことも含めて我々はきっちりと切磋琢磨して、そ

ういうものを乗り越えて裁判員裁判制度をいいものにしていく必要があるんだろう

と考えています。 

三成議長 

 ありがとうございました。 

 そろそろ時間になりますが、今回用意したテーマは裁判員裁判だけでありますけれ

ども、これを機会に何か話しておくべきことがありましたら、ご提案いただければと

思いますが、よろしいでしょうか。 

（発言者なし） 
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（２）次回の会議のテーマについて 

三成議長 

 それでは、次の議題に入らせていただきたいと思いますけれども、次回の会議のテ

ーマについて、弁護士会からご提案がありますでしょうか。 

松本副会長 

 次回につきましては、西島委員から消費者問題についてご提案がありました。 

 その具体的な内容については、瀬川部会長のほうからお願いします。 

瀬川市民会議バックアップ部会長 

 従来から、大阪弁護士会というのは消費者保護活動を非常に盛んにやってきたので

すけれども、最近、消費者庁ができたとか、消費者契約法の関係で団体訴権のような

ものが規定されているのですけれども、それをさらに進めて、集団的消費者被害救済

制度も新しい法制度として検討されていますので、そういう新しい動きについて弁護

士会がどのような活動をしているのか、どのような取り組みをしているのかという点

について、適任の報告者を探しまして報告させていただきたいと思います。その上で

ご議論いただきたいと思います。よろしくお願いします。 

三成議長 

 西島先生、今のような形でよろしいですか。 

西島委員 

 はい、よろしくお願いします。 

三成委員 

 ほかの委員の中からテーマのご提案はございますか。あと２回ありますので、今の

うちに挙げていただければ、２回のうちに弁護士会のほうでご検討いただけるかと思

いますけれども。 

越堂委員 

 こういうことがテーマになるかどうか分からないんですけれども、私は、ワーキン

グ・ウイメンズ・ネットワークという NGO で働く女性の人たちを組織しているのです

けれども、国連から、日本の女性たちの登用が少な過ぎるという指摘を受けていまし

て、８月７日までに日本政府は回答しなければいけません。そこで、私たちは雇用の

場に焦点をあて、正規社員の女性 142 人に、管理職になりたいですかということを６
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カ月かかってインタビューしました。又、企業には、グローバル・コンパクト賛同会

社 15 社とあと大企業 25 社、どのように女性たちを活用されますかということをやっ

てきた結果を国連に送りました。そういったご報告をさせていただく機会があればあ

りがたいかなと。企業が国際条約、国際人権を企業が遵守して、そういった形になれ

ば、日本の女性たちのエンパワーメントとか登用も進むし、日本経済もよくなるとい

うことで主張しているんですが、ここの議題に合わなければ結構ですが、もし合うよ

うだったらお願いします。 

三成議長 

 前回、雇用の問題で女性の問題もクローズアップされたんですが、ジェンダー論的

に、司法における女性の問題といいますか、これは男性も同じなんですけれども、そ

のようにもうちょっと広いワードの中で、大阪弁護士会の先生方がどう取り組んでお

られるのかということをテーマとしてやっていただくのは非常におもしろいんじゃ

ないかと思います。雇用に限らず、司法の中でのジェンダーバイアスの問題をどう考

えておられるのか。最近、女性の弁護士さんが結構増えてきましたけれども、そうい

う中でどういう対応をされているのか。ここで見ましても女性の方はおられないんで

すけれども、そういうことを含めて議論していただくと、非常にアクチュアルなテー

マかと思います。私も個人的には、非常に法律的なテーマだと思いますので、ご検討

いただければと思います。 

 ほかにいかがでしょうか。 

（発言者なし） 

三成議長 

 では、そういうことを念頭に置いていただきながら、次回は、西島委員からご提案

のあった消費者問題というテーマについて、弁護士会のほうでご準備いただくという

ことでございます。 

 では、次回のテーマ設定、よろしくお願いいたします。 

 

６ 次回以降の会議の日程について 

三成議長 

 続きまして、会議の日程ですけれども、２回予定させていただいています。10 月

11 日、２月 27 日ということで一応ご予定いただいておりますけれども、今のところ
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これでよろしいでしょうか。 

幸田委員 

 私は多分２回ともだめだと思います。済みません。もしも日程がやり繰りできれば

必ず参加するようにいたします。 

三成議長 

 ありがとうございます。 

 少なくとも 10 月 11 日は次回日程になりますので、よろしくお願いをしたいと思い

ます。 

 これで議事を終了したいと思いますが、よろしいでしょうか。ご意見なければ、こ

れで終了させていただきたいと思います。 

（発言者なし） 

三成議長 

 どうもありがとうございました。 

 それでは、閉会に当たりまして、中本会長から改めてごあいさつをいただきたいと

思います。よろしくお願いします。 

 

７ 閉会 

中本会長 

 今日は刑事事件だけの議論かと思いましたら、意外や広範に広がりまして、実は私

は刑事裁判より民事裁判をやってきまして、自称専門家だと思っているんですが、ま

さか私が発言する機会がそんなにあるとは思っていなかったんですが、発言する機会

を与えていただいて、本当にありどうございました。 

 この会は私は今日で２回目ですが、聞いているうちに、ああ、そうかと。自分自身

も今日聞いていて、本気で民事陪審裁判をやろうかなという気になりました。少なく

とも証拠開示をやらなきゃ絶対導入できないので、これを本気でやることを考えよう

かなというヒントを与えていただきました。 

 実は、私、日弁連で民事司法改革の責任者なんですが、中に民事陪審について物す

ごく積極的に言う人がいて、その人が発言していると、ほかの人が、そんなもん導入

できやへんやろうという感じで、ちょっとしらっとした雰囲気があるので、私もそれ

に流されていたんですが、今日皆さんの発言を聞いていて、これは本気でやったほう
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がいいかなと。今日は私にとっては大変なメリットでした。本当にありがとうござい

ました。今後ともよろしくお願いいたします。（拍手） 

松本副会長 

 それでは、これで終わらせていただきます。 

 

以上で、本日の議事を終了した。 

 

平成 23 年６月 20 日 

 

 


